


■ 報告期間
2014年度（2014年4月1日から2015年3月31日）の活動
を中心に報告しており、記載しているデータは、その実績
値です。ただし、それ以外の期間の内容も一部含みます。

■ 本報告書の想定読者
特に環境分野に関心が高い、お客様、社員、株主・投資家、
お取引先・事業パートナー、国際社会・地域社会、公共機
関、行政などのステークホルダーの皆様方およびCSR調
査機関などの専門家の方々を読者と想定しています。

■ 報告対象組織
富士通と環境マネジメントシステムを構築している連結
子会社を中心とした合計116社（海外含む）を対象として
います。

■ 主な報告範囲の変更
●2014年12月より「富士通セミコンダクターテクノロジ
株式会社（FSET）」と、「富士通セミコンダクター株式会
社（FSL）」の三重工場・会津工場を環境負荷データの報
告対象外とし、「三重富士通セミコンダクター株式会社
（MIFS）」、「会津富士通セミコンダクター株式会社
（AFSL）」、「会津富士通セミコンダクターウェハーソ
リューション株式会社（AFSW）」、「会津富士通セミコン
ダクターマニュファクチャリング株式会社（AFSM）」の
計4社に変更しました。また、FSLとFSETの環境会計デー
タは、2014年12月よりMIFS、AFSW、AFSMの計3社に
報告対象を変更しました。

●2014年4月より「富士通モバイルフォンプロダクツ株式
会社」の環境負荷・物流・環境会計データは「富士通周辺
機株式会社」に集約しました。

●「富士通VLSI株式会社」の環境負荷データは2015年2
月以降を、環境会計データは2014年4月以降を、報告
対象外としました。

■ 使用・参考にしたガイドライン
●GRI「G4サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン」
●環境省「環境報告ガイドライン（2012年版）」
●環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」

■ 発行
2015年7月（次回予定：2016年7月、前回2014年7月）

「富士通グループ環境報告書2015」では、社会からの期待・要請および富士通グループにおける重要な

環境側面を基に策定した「第7期富士通グループ環境行動計画」（2013年度～2015年度）に沿って、

環境課題認識と取り組みアプローチ、2014年度の実績と主な活動内容、今後の計画を中心に報告し

ています。主要なデータに関しては第三者機関による審査を受けたほか、指標に関する第三者所見の

掲載などにより、記載内容の信頼性・透明性の向上に努めました。加えて、横型の紙面構成により、パソ

コンやタブレット端末での読みやすさに配慮しました。
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将来に関する予測・予想・計画について

本報告書には、富士通グループの過去と現在の事実だけではなく、将
来に関する予測・予想・計画なども記載しています。これら予測・予想・計
画は、記述した時点で入手できた情報に基づいた仮定ないし判断であ
り、これらには不確実性が含まれています。
したがって、将来の事業活動の結果や将来に惹起する事象が本冊子に記
載した予測・予想・計画とは異なったものとなるおそれがありますが、富士
通グループは、このような事態への責任を負いません。読者の皆様には、
以上をご承知いただくようお願い申し上げます。

「富士通グループ環境報告書2015」の一部または全部を許可なく複写、複製、
転載することを禁じます。
ⓒ2015 FUJITSU LIMITED

環境活動に関する報告対象組織の一覧表（P.60参照）

環境パフォーマンスデータ算定基準（P.57参照）

本報告書に関する皆様からのご意見を募集しています。お寄せいただいたご意見は統計データとして、
さらに良い報告書の作成に活用させていただきます。ご協力のほど、よろしくお願いいたします。

ご意見をお聞かせください
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ヒューマンセントリック・インテリジェントソサエティ
実現を目指します

の

豊かで美しい地球環境と持続可能な社会に向け
Top Message

美しい地球は私たちの生命の源であり、地球と社会の持
続可能性なくしてビジネスの成長はあり得ません。地球環境
への配慮は極めて重要な経営戦略の1つであるといえます。
地球温暖化（気候変動）の深刻化はもとより、世界人口が

80億人に迫る中、限りある資源やエネルギーの利用をグ
ローバルに最適化し、持続可能なマネジメントを実践してい
くことが急務となっています。私たち富士通グループのICT
はこれらの課題に力を発揮できると考えています。

富士通グループでは、人々を力づけるICTを活用して、安
全で豊かな、持続可能な社会づくりに貢献することを企業
活動の中心に置き、「ヒューマンセントリック・インテリジェン
トソサエティ」をビジョンとして掲げています。今や人だけで
なく、あらゆるモノがネットワークにつながり、ネットワーク
上の膨大な情報（ビッグデータ）を活用して、アイデア次第
で誰でもイノベーションを起こせる可能性が広がってきて
います。
皆様とともに進めるイノベーションは、複雑に絡み合う社会
課題や地球環境課題の解決にもつながります。例えば、地球
温暖化（気候変動）に対しては、世界各地で誕生するメガ・シ

ヒューマンセントリック・イノベーションで、
皆様とともに地球環境課題を解決していく

地球環境の持続可能性は経営戦略課題の1つ

代表取締役社長

田中 達也

ティや新興国の都市開発においてエネルギー利用やモビリ
ティの最適化を図るとともに、地域の安心・安全や多発する
自然災害への備えを支援します。また、研究者の知見や様々
な情報、社会で現在起こっている状況を、ビッグデータを活
用して正確に見える化し、経済論理だけに偏らない、サステ
ナブルな発展に導きます。さらに、気候の変化に強い安心・
安全な食を供給する農業、地球規模の大気や水のモニタリ
ングなど、そこに携わる人々を支え、新たな価値の創出に取
り組んでいます。

富士通グループは、事業を通じて地球の持続可能性に貢
献するとともに、自らの環境配慮も徹底しています。様々な
状況においてもお客様へのサービス提供を継続できるよ
う、堅牢で省エネルギーなデータセンターを構築・運用する
など、自らがレジリエントになる努力も重ねています。
そして今後は、事業を通じた貢献をより強化していきます。
富士通が事業戦略として進めるプロダクトとソリューション
を統合したサービスを活かして、多様なステークホルダーの
皆様と一体となってエコシステムを構築し、お客様とその先
にある社会の持続可能性の実現に貢献していきます。さら
に、地球規模の課題にグローバルに取り組み、バリュー
チェーン全体を通じて環境課題の解決を目指していきます。

お客様とその先にある社会の
持続可能性を支える環境経営へ
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Interview ICTの活用によって
人の創造力をエンパワーし、
様々な社会・環境課題の解決へ
地球規模の課題である気候変動。温室効果ガスの排出量削減による
地球温暖化の“緩和”はもとより、気候変動による異常気象や
自然災害、水資源、食糧、健康などへの様々な影響に“適応”するための対策も極めて重要です。
富士通グループはICTの力を活かして、こうした課題に立ち向かう人々をエンパワーしています。
また、中長期的な視点から、課題解決に資する仕組みやソリューションを
多様なステークホルダーとともに創出していきます。

FUJITSUの環境経営
環境本部長が語る

環境本部長
竹野 実

これらの写真は富士通グループ内で毎年開催している「環境フォトコンテスト」への応募作品として、社員が撮影したものです。
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気候変動などの環境課題が
注目される中、
どのようにICTは
貢献できるのでしょうか。

Q1 A1
2015年は、年末にCOP21（国連気候変動枠組条約第21回

締約国会議）が開催され、2020年以降の気候変動・温暖化対

策の大枠が合意されるといわれています。また、同じく9月に

は国際社会が2015年以降に解決すべき社会・環境課題をま

とめた「ポスト2015年開発アジェンダに関する宣言」が採択

される予定です。

そうした中、これまで以上に世界・国・企業・個人が手を取り

合って社会・環境課題の解決に取り組んでいくという動きにシ

フトしていくと考えられます。IPCC（気候変動に関する政府間

パネル）第5次報告書によれば、今後、温室効果ガス（GHG）の

抜本的かつ持続的な排出量削減を通じて地球温暖化の“緩

和”に向けたより一層の努力が求められています。さらに報告

書では、温暖化の影響に対する“適応”の必要性についても述

べられています。気候変動による農作物や水産資源の問題、

台風や洪水など自然災害、熱中症や感染症といった健康問題

などに対して、対策を検討・実行していくことも重要です。

これまでICTは、社会を便利で快適にするとともに、業務を効

率化したり、電力消費を「見える化」したりすることで、生活や産

業におけるエネルギー・資源の効率的な使用を促し、GHGの排

出量削減に貢献してきました。一方で、これから重要性が高まる

“適応”についても、ICTは大いに貢献できるはずです。ICTによっ

て複雑・膨大な情報を迅速に収集・分析することが可能になり、

人々の判断や行動をサポートできるようになってきたからです。

例えばICTは、様々なデータをセンサーで収集して見える

化するだけでなく、先の予測をシミュレーションし、次のアク

ションにつなげることができます。つまりICTの活用によって

世の中の現象やモノを人の行動に結びつけ、創造力をエン

パワーできるのです。それが、社会・環境課題の解決に向け

てICTが貢献できることだと考えています。

さらには、もっと広い視点も必要です。ある有識者の方から

「富士通さんはICTのリーディングカンパニーなのだから、

個々のソリューションだけではなく、業界全体、あるいは社会

をつないで様々な課題を解決するようなプラットフォームや

仕組みをつくってほしい」と指摘いただきました。私たちも同

じ認識であり、異業種連携やエコシステム構築の可能性を含

め、その方向へと歩みを進めています。これまで以上に広い

視野、中長期的な視点で、より価値のある仕組みやソリュー

ションを届けていく。それこそが、富士通グループが提唱する

新しい価値創造のアプローチ「ヒューマンセントリック・イノ

ベーション」にほかなりません。

気候変動により複数の分野や地域におよぶ主要リスク

将来の
主要なリスクとは？

IPCC第5次評価報告書を基に富士通で作成

温暖化や
干ばつ
食料不足

水不足
農業生産性の
低下

海面上昇・
高潮

沿岸低地と島しょ
への影響

洪水・
豪雨

都市住民への
影響

極端な
気象現象
インフラ機能
停止

熱波
死亡、健康被害

海洋
生態系損失
漁業への打撃

陸上
生態系損失
生態系サービス

損失

気候変動に伴い顕在化している様々な課題の
克服に挑む人々をエンパワーします。
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ICTのCO2排出量と
ICTの利活用によるCO2排出量削減効果
■ICT機器等の使用によるCO2排出量（of ICT）
■ICT利活用によるCO2排出量削減効果（by ICT）

12.08Gt-CO2e

1.25Gt-CO2e
2030年

9.10Gt-CO2e

1.27Gt-CO2e
2020年

グローバル・eサステナビリティ・イニシアティブ発行の
「SMARTer2030」を基に富士通でグラフ作成

ICT機器等の使用に比べ、
ICT利活用による
CO2排出量削減の効果は 9.7倍

ICTは環境負荷の
低減に貢献しますが、
マイナスの側面も
あるのではないでしょうか。

Q2 A2
今や世界のインターネット利用者は27億人を超え、クラウ

ド技術を用いたサービスも広く普及しています。さらに今後

は、自動車や家電、ウェアラブル（身につける）端末など、世

の中のあらゆるモノがネットワークでつながる「Internet of 

Things（IoT）」の時代が来るといわれており、全世界でイン

ターネットにつながるモノは、2013年の100億個から2020

年には500億個にも増加すると予測されています。

こうした状況の下、先ほども述べたように、ICTには人の創

造力をエンパワーメントし、生活やビジネス、社会のあり方

をより良く変革していくことが求められています。しかし一

方では、ICTの普及によってGHG排出量が増大していくこと

も事実です。個々の端末のGHG排出量はわずかでも、数が

多ければトータルでは膨大になります。

こうしたポジティブ・ネガティブの両側面を踏まえてトータ

ルに環境負荷を削減していくためには、「by ICT」「of ICT」と

いう2つの観点が必要です。これは、ICTの利活用を進め社

会全体の環境負荷低減に貢献し（by ICT）、ポジティブな効

果を拡大する一方で、環境配慮型製品の提供などを通じて

ICT端末の使用に伴うGHG排出量を減らし（of ICT）、ネガ

ティブな影響を極小化していくということです。

富士通グループは世界でもいち早く「by ICT」「of ICT」の

観点で取り組みを進めています。その一例がデータセン

ターです。データセンターはお客様のサーバなどを集約し

て効率良く運用するため、社会全体のGHG排出量削減には

つながるものの、データセンターの数が増えればやはり

GHG排出量増加につながります。

富士通グループは、全世界で100拠点以上のデータセン

ターを展開しており、今後のIoT時代到来を見据えてさらに増

強していく計画です。主要なデータセンターではそれぞれ環

境目標を設定し、省エネルギーをはじめとした環境パフォーマ

ンスの向上に努めています。当然、データセンター内に設置

するサーバなどの製品も環境性能を追求しています。

これらの取り組みを今後も加速させることで、自らの環境

負荷を限りなくゼロに近づけるとともに、お客様・社会の

GHG排出量削減により一層貢献していきます。

自らの環境負荷を限りなくゼロに近づけることと、
お客様・社会の負荷低減の2軸で取り組んでいます。
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富士通グループ環境行動計画の変遷

第6期（2010年度～2012年度）

お客様・社会全体への貢献、
自らの環境負荷低減の強化、
生物多様性保全の
3軸での環境経営を推進

第1期～第5期（1993年度～
2009年度）

富士通グループ自らの
環境配慮を徹底

第7期
事業活動を通じた
貢献をより鮮明に
●お客様・社会のGHG
排出量削減に貢献できる
ソリューションの提供
●データセンターの省エネ強化
●製品の環境配慮の強化
（省エネ、省資源）
●多種多様な社会課題に
対する技術や
ソリューションの創出

（2013年度～2015年度）

FUJITSU

FUJITSU

FUJITSU

FUJITSU

FUJITSU

FUJITSU

FUJITSU

第7期環境行動計画の
進捗を教えてください。

全項目で年度目標を達成し、ICT提供による
GHG排出量削減は目標数値を上方修正しました。Q3 A3

富士通グループは、2013年度から3か年の第7期環境行

動計画を開始しています。第7期では、富士通グループの事

業がお客様・社会の環境負荷低減に貢献し、ひいては地球の

持続可能性に貢献することを改めて認識し、その貢献量も

自社が環境に及ぼす負荷と比較してはるかに大きいことか

ら、事業活動を通じた貢献をより鮮明にしました。

とりわけ、ICTを活用するうえで電力は切り離せない存在で

あることから、ポジティブであれネガティブであれ、富士通の

事業が環境に与える影響は、エネルギー使用とそれに伴う

GHG排出に関するところが最も大きいと考えています。そこ

で、第7期においてもGHG排出量の削減を重視し、お客様・社

会のGHG排出量削減に貢献できるソリューションの提供や、

省エネルギー・省資源の製品開発・提供に注力しています。

ここまで2年が終了し、2015年度は最終年度にあたりま

す。重点的に取り組んできた「ICTの提供によるGHG排出量

の削減」と「環境配慮製品の開発と提供（資源効率）」につい

ては、2015年度末までの目標相当の実績が挙がったことか

ら、目標数値を上方修正しました。それ以外の項目について

も、2014年度の目標はすべて達成しています。2015年度

も、ICT提供によるGHG排出量削減はもちろん、先ほども申し

上げたデータセンターにおける省エネルギー化をさらに強

化していく考えです。

さらに今後は、持続可能な社会の実現に向けて、省エネ

ルギーだけでなく、気候変動や人口増加、高齢化などに

よって引き起こされる多種多様な社会課題を見据えた技術

やソリューションを創出していくことも求められます。そう

した持続可能性に貢献する（サステナビリティ）ソリューショ

ンの提供拡大やそのための技術開発も積極的に推進して

いきます。
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2016年度から始まる
第8期環境行動計画、
今後の環境経営の方向性に
ついて教えてください。

これまでの活動の継続性と中長期的に目指す姿、
両面の観点を踏まえて検討しています。Q4 A4

現在は、第7期の成果や課題を整理しながら第8期の検討

を進めているところです。第7期と変わらず重点を置くの

は、引き続きグローバルにおける最重要課題であるGHG排

出量削減です。加えて今後は、原単位の改善だけでなく自

助努力によるGHG排出絶対量の管理・削減が求められる傾

向にあります。第8期策定にあたっては、こうした社会からの

要請も考慮する必要があります。

一方、お客様においても環境を新しい価値と認識する動

きが広がり、環境性能の向上や環境負荷低減への貢献に寄

与するソリューションへのニーズが高まっています。こうし

たニーズに応えながら成長戦略上での注力領域で製品・

サービスを提供していくことは、環境課題の解決とビジネス

の成長の両立につながります。これは、富士通グループにお

ける環境経営の方向性でもあります。

現在、富士通グループでは成長戦略の1つとして、クラウ

ド、モバイル、ビッグデータ、セキュリティにフォーカスしたテ

クノロジーソリューションを掲げています。例えば、ビッグ

データを活用したソリューションを富士通グループ内で実践

し、環境負荷低減効果を分析・評価したうえで、そのノウハウ

を反映させたリファレンスモデルをお客様に提案していくこ

とが可能です。

また、もう1つの大きな成長戦略がグローバル展開の強

化です。今後はあらゆる事業活動においてグローバル連携

が進んでいきます。環境行動計画においても、第7期から日

本・海外という区分は用いていませんが、第8期ではさらに

進化させ、海外の方の意見も聞きながら技術や製品・サービ

スの環境価値をグローバルに拡大することを前提とした行

動計画・目標にしていきます。

このように第8期は、第7期の成果を踏まえつつ成長戦略

に基づいたものにすることはもちろん、さらに中長期的な

視点も盛り込む予定です。2030年や2050年など、将来的

に富士通グループがありたい姿を社内でディスカッション

し、そのために何をすべきか、1年ごとの目標として何を達成

していくべきなのかをバックキャスティングで考え、第8期に

反映させたいと考えています。これまでの活動の積み重ね

と、これから目指す姿という両方の観点を踏まえて芯の通っ

た第8期環境行動計画をつくりあげ、今後もお客様・社会に

貢献し続けていきます。

環境ダイアログの開催

環境課題の解決をはじめ、今
後富士通グループが目指す
べき方向性について、外部
の有識者を交えて継続的に
ディスカッションしています。
（P.50参照）

　コンプライアンスなど、企業が当たり前になすべきことは実行
します。そのうえで、富士通グループが目指す姿としてどのような
優位性や独自性を磨こうとしているかを示すことが重要だと思い
ます。
　2050年や2100年に生きている人々に対して、地球を存続させ
る責任が今日の私たちの決断と行動に紐づいているという意識
を、社員一人ひとりが持てるかが重要です。社内教育などを通じ
て進めていく必要があると考えます。

ダイアログを終えて 竹野本部長コメント
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Human
Centr c

Soc ety
Intell gent

富士通グループがビジョンとして掲げる
「ヒューマンセントリック・インテリジェントソサエティ」。
豊かな未来の実現を目指し、ICTを通じて
イノベーションの可能性を広げるとともに、
それらを生み出す人々を支えています。

特集

ICTの力を活用して安全で豊かで
持続可能な社会づくりに貢献

ICT活用による
イノベーションの創出と
環境負荷低減

15P.

インドネシアにおける
環境エネルギーモニタリング
システムの構築

13P.

水素ステーション
情報管理サービスの提供11P.
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（石油会社、都市ガス会社、
産業ガス会社）

自動車産業

エネルギー産業

「燃料電池自動車」の普及拡大

「水素ステーション」の普及拡大

政府

●低廉な水素
ステーションの実現を
目指す技術開発

●低コスト、高耐久な
燃料電池車の
実現を目指す技術開発

●燃料電池自動車の
導入補助

●海外展開に向けた
制度整備

●水素ステーションの
整備費用の
一部を補助

●水素ステーション
普及拡大に向けた
規制の見直し

●2015年に燃料電池自動車を
投入する

●2025年頃に燃料電池自動車の
車両価格をハイブリッド車の
車両価格と同等にする

目標

●2015年度までに4大都市圏を
中心に100か所程度の
水素ステーションを整備する

●2020年頃に水素燃料価格を
ハイブリッド車燃料と同等にする

目標

東京都・八王子高倉水素ステーション

日本経済新聞の記事（2014年7月16日朝刊）を
基に富士通で作成

将来的に化石燃料が枯渇する危険性や地球温暖化などの問

題が深刻化する中、CO2を排出しない水素が次世代のクリーン

エネルギーとして注目を集めています。とりわけ国内のエネル

ギー資源が乏しい日本では、水素の利活用がエネルギー政策

上の重要テーマであり、政府も強力に推進しています。

2014年には、水素と酸素を化学反応させて電気をつくる

「燃料電池」を用いた燃料電池自動車（FCV）の販売が始まり、

FCVが水素社会の実現を牽引すると期待されています。一方、

その普及のカギを握るインフラ整備には、多様な業界の企業

や政府・自治体を含めた異業種連携が欠かせません。水素を

充填するための「水素ステーション」を設置するには、高額な

建設コストや高圧ガスに関わる国内規制への対応など、様々

な課題があるからです。

2014年度末時点で、従来のガソリンスタンドのような定置

式の水素ステーションの数は全国で17しかありません。最近

では、設置コストの低さや土地確保の容易さといったメリット

がある移動式水素ステーションの構築が広がりつつあり、今

後普及していくものと見込まれています。

燃料電池自動車（FCV）普及に向けた官民連携イメージ

水素社会実現のカギ、エネルギーインフラとしての
「水素ステーション」の普及拡大

Theme
特集

究極のエコカー

「燃料電池自動車」の
普及と水素社会の
実現に向けて
水素ステーション情報管理サービスの提供
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インフラ整備が進む中、FCV普及に向けた次の課題となる

のが「いつ」「どこで」水素を充填できるかという点です。FCV

ユーザーが水素ステーションの稼働状況を正確かつリアルタ

イムに把握する仕組みが求められています。その環境づくり

に向けて、富士通グループは、水素ステーションの情報を収

集、提供する「水素ステーション情報管理サービス」を構築。

2014年12月からサービス提供を開始しました。

本サービスは、クラウド基盤「SPATIOWL（スペーシオウ

ル）」を活用したもので、水素供給事業者により入力された水

素ステーションの位置情報と稼働状況を、クラウド基盤上で

統合します。そして、情報提供先である自動車メーカーのセン

ターを介して、FCVユーザーにリアルタイムに水素ステーショ

ンの情報を伝達します。

トヨタ自動車様では本サービスを活用して燃料電池自動車

「MIRAI」のユーザー向けに、カーナビ専用アプリ「水素ステー

ションリスト」と、スマホアプリ「Pocket MIRAI」を提供し、

MIRAIユーザーの充実したカーライフをサポートしています。

日本政府は、2015年度中に100か所程度の水素ステーショ

ン展開を目標とするなど、水素社会の実現に向け、戦略的に

制度やインフラの整備を進めています（注）。そうした中で「水

素ステーション情報管理サービス」は、FCV普及に貢献するだ

けでなく、水素エネルギーを利用した新ビジネスに取り組む

企業との連携も可能にし、持続可能なエネルギー利用に向け

たイノベーションを加速すると考えられます。

富士通グループは、ICTの提供を通じてより良い交通社会の

実現、さらには水素社会の実現に貢献していきます。

水素ステーション情報管理サービスのイメージ

ナビアプリ「水素ステーションリスト」 スマホアプリ「Pocket MIRAI」

（注）（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構「NEDO 水素エネルギー白書」
　 　http://www.nedo.go.jp/content/100567362.pdf

水素ステーションの位置情報と稼働状況を
リアルタイムに提供するシステムを提供

Solution

本サービスは、水素社会の実現に向け、大切な役割
を担っていると感じています。使い勝手のいい開発環
境はスピーディな開発につながり、大変助かりました。
私共も引き続き、お客様に笑顔になっていただける
サービスを目指し、お客様や関係事業者様のご意見
も聞きながら、大切に育てていきたいと思います。

トヨタ自動車株式会社
e-TOYOTA部　テレマティクス事業室

山田 貴子 氏

水素社会の実現に向けて
大切な役割を担うサービス

スペーシオウルはオープンなクラウド基盤ですの
で、様々な企業との連携が可能です。それぞれの企
業が得意なエリアを提供しながらタッグを組み、イノ
ベーションしていくことで、水素エネルギーも普及し
ていくと思っています。

富士通株式会社 イノベーションビジネス本部　 
テレマティクスサービス統括部
マネージャー

金田 丘 

様々な企業連携によって
水素エネルギーの普及に貢献

Stakeholder’s Message

情報提供先情報供給者

位置情報

稼働状況

スマートフォン

カーナビ

カーナビ

カーナビ

自動車
メーカー

自動車
メーカー水素

供給事業者

水素
供給事業者

水素
供給事業者

SPATIOWL
自動車
メーカー

スマートフォン

スマートフォン
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経済成長を背景に省エネルギー対策の
必要性が高まるインドネシア

出典：野村総合研究所「知的資産創造」2014年10月号

2億4,900万人（2013年）と世界第4位の人口を有するイン

ドネシア共和国（以下、インドネシア）は、昨今、年率6％前後と

いう堅調かつ高い経済成長を続けています。

また、インドネシアは石油、天然ガス、石炭などの豊富な資

源にも恵まれるアジア有数のエネルギー輸出国です。しかし、

近年は経済成長に伴い国内エネルギー消費量の増加により

需給バランスが変化。2020年頃には国内のエネルギー需要

が供給を上回る見通しであり、エネルギー安全保障と国際競

争力確保の観点から、省エネルギー推進の必要性が高まって

います。

一方、省エネルギー対策は環境面においても重要です。特

にインドネシアは、世界最大の島しょ国家という地理的特性か

ら、気候変動の影響に対して脆弱であるという課題を抱えて

います。そこで、2009年に他のASEAN諸国に先駆けて「2020

年までに温室効果ガス（GHG）排出量を26％削減する」という

目標を掲げ、低炭素化を推し進めています。

インドネシアにおける有効な省エネルギー対策を検討、実

施するためには、その基礎となるエネルギー消費の実態を定

量的かつ持続的に把握しなければなりません。しかも、火力発

電所など主要な発生源だけでなく、都市や工業団地など広域

エリアでのエネルギー消費に伴う直接・間接的な排出量を高

精度に測定・検証する必要があります。

インドネシアの省庁や大学と共同で現地における測定・検

証を進めてきた国立環境研究所様（以下、国環研）は、2014年

12月、富士通を事業パートナーとして選定し、インドネシアで

電力消費をモニタリングするプロジェクトを開始しました。富

士通はサウジアラビアやタイなど海外での環境管理システム

構築の経験があるほか、モニタリングシステムの社内実践を

以前から行っています。これらの豊富な実績が評価され、モニ

タリングシステムを国環研様とともに構築しました。

ボゴール

Indonesia

インドネシアの国内エネルギー需要と
国内エネルギー供給の推移

 Themeインドネシアにおける
低炭素社会の
実現に向けた

環境エネルギー
モニタリング
システムの構築
インドネシア・ボゴール市にて
社会実証事業に着手

特集

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

１
日
当
た
り
石
油
換
算
量

（億バレル）

（年度）151413122011 20 21 22 23 24 2519181716
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省エネ規制を行った
場合の需要
石油需要
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このプロジェクトでは、インドネシア・ボゴール市において、

大学の管理棟や研究室、ホテル、カフェ、住宅など約100か所

をモニタリングポイントに設定し、それらの電力消費量を実際

に計測しています。そして、電力機器の稼働状況や傾向など

のデータを集約・加工し、環境経営ダッシュボードを基礎として

開発したシステムに表示します。

これまでの成果として、施設ごとの電力消費量のピーク時

間帯にばらつきがあることが確認できたほか、いくつかの施

設ではエアコン、照明、サーバなど機器別の電力消費量も可

視化できました。このように電力消費源を特定することで、よ

り効率的な電力の使い方の検討、実施につなげることができ

ます。また、これらのデータは研究者や施設管理部門など関

係者間でいつでも確認できます。

プロジェクトは6年計画であり、徐々に規模を拡張していく

予定です。その中で蓄積したノウハウや、導き出した省エネル

ギーの有効策を活用し、ほかの都市やインドネシア全域まで

広げていけば、より効果的な気候変動の緩和・適応策を講じる

ことも可能となります。

富士通は、今後も省エネ技術の提供を通じて新興国の経済成

長と災害リスクの抑制、環境保全の促進に貢献していきます。

経済成長の著しいアジアの都市では急速な環境の
劣化を最小限で食い止め、低炭素化など地球環境へ
の負担を許容水準にとどめる仕組みが求められます。
本研究では環境と活動をリアルタイムで計測して生
産や消費に導入する環境技術を設計し、実装後の効
果をデータ化する一連のシステム開発を目指してい
ます。国際社会で進められる排出権事業の設計手法
や、CO2の削減効果を確認する測定、報告、検証手法
（MRV）を、ICTによる科学的なシステムとして開発する
ことによる、日本とアジアからの国際標準としての発
信が狙いです。国立環境研はこれまで将来の社会経
済の統合評価モデルや、最適立地モデル、目に見えな
い環境価値を定量化するライフサイクル評価などを
開発してきました。富士通のもつ高速情報処理演算、
社会環境活動の観測可視化、環境経済情報の処理・
表示の技術と融合し、企業と研究者が政府、市民と
連携する社会イノベーションの実現を願っています。

ボゴール市内のモニタリングポイント一覧 施設別の電力消費量の傾向の比較イメージ

国立環境研究所
社会環境システム研究センター センター長

藤
ふ じ た

田 壮
つよし

氏

ICTが実現する
グリーン成長都市にむけて

「環境エネルギーモニタリングシステム」を構築し
省エネルギーを推進

Solution

Stakeholder’s Message

7～18時

中央
管理棟

CCROM=
SEAP

カフェ

ホテル

ある住宅

平日昼間は高い

昼間は高い

夜間は50kWhで一定

夜間は3kWhで一定

夜間はほぼ0

少ないが終日使用

週末昼間が高い

昼間より夜間が高い

19～6時

日曜日       月曜日       火曜日       水曜日       木曜日       金曜日       土曜日

昼間は高い

kW
h

300

200

100

0

0
10

10

0

0

0

5

5

5

5

ボゴール農科大学
中央管理棟

配電盤

ボゴール農科大学
CCROM=SEAP研究室

配電盤

住宅（4軒）

配電盤

カフェ
（Cafe Taman Koleski IPB）

配電盤

ホテル
（IPB Convention Hotel）

配電盤

富士通グループ環境報告書2015 検索 目次へ 14
Top Message 環境本部長インタビュー 特集 Human Centric 

Intelligent Society
第7期富士通グループ
環境行動計画 Chapter I  社会への貢献 Chapter II  自らの事業活動 環境マネジメント データ編

水素ステーション
情報管理サービスの提供

インドネシアにおける
環境エネルギーモニタリングシステムの構築

ICT活用による
イノベーションの創出と環境負荷低減



完了しました。海外でも、欧州、北米、中国・APACで統合を進め

ており、2015年度末までにグローバル全体で約500社・16万

人の統一が完了する予定です。

2013年9月からは、世界でも類を見ない大規模ソーシャル

ネットワーキング（SNS）の本格運用も行っています。新しいコ

ミュニケーション基盤ではシームレスな情報共有が可能とな

り、コミュニケーション活性化やビジネススピードの向上にも

つながりました。

●グループ全体のコミュニケーション基盤の統合によってシステムの

開発・運用保守費用を圧縮し、グループ全体で前年同期比約50％の
運用コストを削減しました。

●社内の定例会議や部門全体会議などがWeb会議に置き換わり、1日

平均3,000会議がオンラインで開催されています。それにより、移

動時間を含む出張コスト管理の削減を徹底している部門では、最

大で前年同期比20％の削減ができました。

●ワークスタイルの変革は、コスト削減とともに環境負荷の低減にも

大きな効果をもたらします。1万人規模のお客様を想定し、「会議の

開催案内」「ビデオ会議」「ナレッジの共有」「忙しい人（離席率が高

い人）への電話連絡」「ICTインフラ」の5つの観点で評価した試算で
は、基盤統合前と比較して約80％のCO2排出量に相当する削減効

果が表れました。

マルチデバイスリモートアクセス

パソコン携帯電話スマート
フォン

タブレット
端末

グローバルコミュニケーション
（人中心のコミュニケーション）環境を
提供

1

3 いつでも、どこでも、
どんなデバイスでも
安心・安全に利用できる
アクセス環境を提供

グローバルレベルで
情報発信・収集・
共有を行う新たな
ナレッジベースを提供

メール

音声通話

SNSプレゼンス
確認

インスタント・
メッセージ

ビデオ
会議

ポータルスケジュール

グローバル
コミュニケーション

基盤
ナレッジの
共有

2

富士通グループ社員16万人の
ワークスタイル変革による環境負荷低減

Solution
1

富士通グループでは、グローバルに事業を展開する日本の

大手企業など約150社・100万人を対象に、社内実践ノウハウ

に基づいた「ワークスタイル変革」支援のためのコミュニケー

ション基盤を提供しています。

富士通グループは世界中の社員が持つナレッジを効率的

に共有・活用し、企業としてのパフォーマンスを最大化するた

め、2012年1月にグローバルコミュニケーション基盤の構築

を開始し、2014年2月に国内約200社・11万人の基盤統一を

グローバルコミュニケーション基盤のイメージ

イノベーションの
創出と環境負荷
低減を目指して

ICT活用による

GHG排出量削減を推進する
「環境貢献ソリューション」の提供

特集

環境負荷低減効果（当社試算）

コスト削減効果（当社実績）
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従来の“壊れたものを直す”という保守作業に対し、「モノの

インターネット」（Internet of Things：IoT）を活用することで

不測の稼働停止を防ぐことができます。社内実践で培ったノ

ウハウを活かした富士通の保守サービス「SupportDeskサー

ビス」は、センシング技術を活用した自動通報機能によりハー

ドウェアの障害予兆情報を検知。通報された情報を基に専門

スタッフが適切に対応し、トラブルを未然に防止します。

また、自動通報機能や障害予兆機能を活かしつつさらに進

化させたソリューションが、製造業における保守業務の高度

化を実現する「GLOVIA ENTERPRISE MM」です。富士通のセ

ンシング技術を活用し、現場の機器にセンサーを取り付けて

リアルタイムに稼働情報を収集。それらの情報をビッグデー

タの統計解析技術によって分析することで、機器ごとに異な

る故障タイミングを予測します。壊れてから修理するのでは

なく部品を計画的に交換することが可能となり、コストと環境

負荷の面から効果を発揮します。現地での保守作業も、ス

マートデバイスを活用して効率化を実現。コールから作業完

了報告までの時間を短縮し、顧客満足度向上に貢献します。

●IoTを最大限活用した保守スタイルでは、部品の配送や保守スタッ

フの出張に伴う環境負荷が低減され、約80％のCO2排出量に相当

する削減効果が表れました。

IoTを活用した
保守業務の効率化

クラウドで、ICTインフラの
環境負荷低減

3次元シミュレータを
駆使した開発

今や、当たり前のようにクラウドサービスを利用できる時代

になりました。クラウドサービスは、データセンターに集約し

た高性能サーバを共有し、インターネットを介して必要な機能

だけを利用することができます。導入コストも2割程度削減さ

れ、お客様にとってシステムの導入が容易になります。また、

お客様がサーバやストレージを保有する必要がなくなるた

め、ICT機器が消費する電力使用量が削減され、環境負荷の低

減にも貢献します。富士通は、万全な災害対策・セキュリティ対

策を施したデータセンターを構築し、様々なサービスを提供

しています。医療機関向けサービスの1つとしてクラウド型電

子カルテシステム「HOPE Cloud Chart」を提供しています。

愛生会病院様では、クラウドによる医事会計システムおよび電子

カルテシステムの活用で、これまで個別に管理されていた患者様の

情報を一元化。多岐にわたる煩雑な医療事務を効率化しました。ICT
インフラにクラウド環境を活用することで、安全面・コスト面での優位

性も確保され、患者様に安心をお約束するとと

もに環境負荷低減にも貢献しています。

「クラウドサービスの導入により、環境負荷の

低減に貢献しながら、患者様と向き合う時間が

増え、医療の質も向上し、会計窓口での待ち時

間も短縮されました。今後も、ICTで、地域医療

の質のさらなる向上に貢献します。」

競争力のある製品をタイムリーに市場投入できるよう、富

士通のものづくり現場での実践を通じた製造業向け3次元仮

想設計支援シミュレータ （Virtual Product Simulator: VPS）

を提供しています。従来、組立性、操作性、保守性などの検証

は試作機により複数回行っていましたが、VPSでは事前に3次

元CADデータを使ってバーチャルに検証することで、試作の

回数を減らし、開発コスト削減を実現します。また、製造工程

の最適化も検証できるため、工場の省スペース化、効率的な

人員・設備活用にも貢献します。

さらに大きな特長が、複数の作業者が同じ画面を見ながら

リアルタイムに対話し、遠隔地間

で検証できる点です。関連部門が

一体となった開発体制の構築によ

りライフサイクル視点で最適な設

計を行うことで、保守のしやすさや

リサイクル性の向上にもつながっ

ています。

●遠隔地間で同時に検証できることから、打合せに伴う移動・出張も

減らすことができ、約30%のCO2排出量の削減効果が表れました。

VPSによる3次元CADデータ

Solution
2

Solution
3

Solution
4

導入事例 医療法人　愛生会病院様

環境負荷低減効果（当社試算）
環境負荷低減効果（当社試算）

医療法人 愛生会病院
理事長

三井 慎也 氏
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第7期富士通グループ環境行動計画 （2013年度～2015年度）

富士通グループは、「富士通グループ環境方針」を実践するための具体的目標として、中期行動計画を策定しています。
2013年度から2015年度にかけては、「第7期富士通グループ環境行動計画」を策定し、推進しています。

世界は人口増加による、資源、エネルギー、食糧

の供給問題、気候変動、自然災害の増加、生物多様

性の損失、など多くの課題に直面しています。これ

らの社会・環境課題は複雑に絡み合っており、簡単

には解決できません。企業はさらに積極的にこれら

の課題解決に取り組むことを期待されています。 

ICTを賢く活用することは、資源やエネルギーを

より効率的に使うことを可能にし、温室効果ガスの

削減にも貢献します。また、社会に対して自然災害

への備えや対応にその力を活かすことができます。

富士通は、ICTこそが複雑な社会・環境課題の解決

に重要な役割を果たせると考えています。さらに、

ICTはあらゆる場面で暮らしを支えるだけでなく、

人々をつなぎ、知恵を集め、安全で持続可能なもっ

と豊かな未来を実現させる力があります。 
富士通は、ICTの利活用を社会全体に広げ、革新

的なテクノロジーを創出するなど、事業活動を通じ

て、地球環境をはじめとして広く社会課題の解決に

貢献していきます。また、ICTのリーディング企業と

して、お客様やパートナー、お取引先とのグローバ

ルなバリューチェーンにおいて、社会と協働し、持

続可能で豊かな社会の実現を目指します。 

社
会
へ
の
貢
献

自
ら
の
事
業
活
動

継
続
管
理

目
標
（
注
6
）

温室効果ガス（GHG）排出量の削減

エネルギー効率の改善

環境配慮データセンターの推進

物流・輸送時のCO2排出量の削減 

お取引先とのCO2排出量削減の推進 

再生可能エネルギーの利用量の拡大

水資源の有効利用

化学物質排出量の抑制

廃棄物排出量の抑制

製品リサイクルの推進

お客様や社会の温室効果ガス排出量の削減に累計3,800万トン（注1）以上貢献する。

社会の持続可能性に貢献するソリューションの提供を拡大する。

新製品の50％以上をエネルギー効率トップレベル（注2）にする。

新製品の資源効率を2011年度比35％以上（注3）向上する。

ソリューションとプロダクトの環境負荷低減に貢献できる革新的技術を開発する。

生物多様性などの社会・環境課題の解決に取り組む活動に対し、資金、技術、人材などを支援する。

社員が社会とともに取り組む社会貢献活動を支援する。

事業所における温室効果ガス排出量を1990年度比20％以上削減する。

事業所におけるエネルギー消費原単位を年平均1％以上改善する。

主要なデータセンターの環境パフォーマンスを向上する。

輸送における売上高当たりのCO2排出量（注4）を2013年度比年平均1%以上削減する。（注5）

すべての領域のお取引先にCO2排出量削減の取り組みを拡大する。 

再生可能エネルギーの発電容量および外部からの購入を拡大する。

水の再利用や節水など、水資源の有効利用を継続する。

化学物質の排出量を2009～2011年度の平均以下に抑制する。（PRTR：21t、VOC：258t）

廃棄物の発生量を2007～2011年度の平均以下に抑制する。（廃棄物発生量：31,134t）
国内工場におけるゼロエミッション活動を継続する。

富士通リサイクルセンターにおける事業系ICT製品の資源再利用率90％以上を継続する。

ICTの提供による
温室効果ガス（GHG）排出量の削減

サステナビリティソリューションの提供

環境配慮製品の開発と提供
（エネルギー効率）

環境配慮製品の開発と提供
（資源効率）

先端グリーンR&Dの推進

社会との協働

良き企業市民としての活動

テーマ 目標項目（2015年度末までの目標）

（注1）累計3,800万トン：環境貢献ソリューションとして認定した約300の事例から、売上高当たりのCO2e削減量原単位を求め、その原単位とソリューションのカテゴリ別年間売上高より、年間削減量を算出。
2014年度末に目標値を上方修正。 

（注2）エネルギー効率トップレベル：エネルギー効率においてトップランナー製品（世界初、業界初、世界最高、業界最高など）をはじめとした、市場の上位25％以上に相当するような基準を満たす製品。
（注3）35％以上：2014年度末に目標値を上方修正。   （注4）CO2排出量：エネルギー使用量をCO2排出量に換算。  
（注5）2013年度の目標達成により、2014年度より目標変更。   （注6）継続管理目標：すでに高いレベルに達しており、継続して取り組んでいく目標。 
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第7期環境行動計画では、社会全体への貢献をより拡大すること

を目指し、ICTの提供による温室効果ガス排出量の削減や、社員

の社会貢献活動などの目標範囲をグローバルに拡大していま

す。また、ICTは様々な環境課題の解決に貢献できることから、地

球の持続可能性に貢献するソリューションの提供拡大や研究開

発の推進を目標に掲げています。加えて、お客様にお使いいただ

くICT製品の環境性能の向上にも注力しています。

2014年度の実績 進捗

○

○

○

○

○

○

○

マークについて　　 第三者機関による審査済み  ○ 2014年度目標達成

社
会
へ
の
貢
献

お客様や社会の温室効果ガス排出量の削減に
累計3,800万トン（注1）以上貢献する。

社会の持続可能性に貢献するソリューションの提供を拡大する。

新製品の50％以上をエネルギー効率トップレベル（注2）にする。

新製品の資源効率を2011年度比35％以上（注3）向上する。

ソリューションとプロダクトの環境負荷低減に貢献できる
革新的技術を開発する。

生物多様性などの社会・環境課題の解決に取り組む
活動に対し、資金、技術、人材などを支援する。

社員が社会とともに取り組む社会貢献活動を支援する。

ICTの提供による温室効果ガス
（GHG）排出量の削減

サステナビリティ
ソリューションの提供

環境配慮製品の開発と提供
（エネルギー効率）

環境配慮製品の開発と提供
（資源効率）

先端グリーンR&Dの推進

社会との協働

良き企業市民としての活動

テーマ 第7期環境行動計画の目標項目（2015年度末までの目標） 2013年度の実績

1,086万トン
（国内：668万トン、海外：418万トン）

推進体制の整備
定義・基準と、事例抽出

39.0％ 

21.3％向上

18件の重点グリーン技術の発表

資金、技術、人材の支援を実施 

社員の社会貢献活動時間12.9万時間

P.19

P.21

P.22

P.24

P.26

P.28
P.28

2,483万トン貢献
（国内：1,543万トン、海外：940万トン）

サステナビリティソリューション12件を
選定し気候変動分野のラインナップを
拡充、および事例を収集

46.0％

33.6％向上

25件の重点グリーン技術の発表

資金、技術、人材の支援を実施

社員の社会貢献活動時間14.5万時間

テーマ

（注1）累計3,800万トン：環境貢献ソリューションとして認定した約300の事例から、売上高当たりのCO2e削減量原単位を求め、その原単位とソリューションのカテゴリ別年間売上高より、年間削減量を算出。2014年度末に目標値を上方修正。
（注2）エネルギー効率トップレベル：エネルギー効率においてトップランナー製品（世界初、業界初、世界最高、業界最高など）をはじめとした、市場の上位25％以上に相当するような基準を満たす製品。 
（注3）35%以上：2014年度末に目標値を上方修正。

ChapterⅠ 社会への貢献

46.0％

新製品のエネルギー
効率トップレベル

33.6％向上
（2011年度比）

新製品の
資源効率

14.5万時間

社員の社会貢献
活動時間

ICTによるGHG
排出量の削減貢献

2,483万トン

主要な
2014年度実績
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2014年度の実績サマリー

2014年度
目標

2014年度
実績

第7期環境
行動計画の
目標

お客様や社会の
温室効果ガス
排出量の削減に

1,699万トン
以上貢献する。

3,800万トン
以上貢献する。

（累計）お客様や社会の
温室効果ガス
排出量の削減に

2,483万トン
国内  1,543万トン　
海外  940万トン

（2015年度末まで）

（13～14年度累計）

（注） 2,600万トンより、上方修正。

ICTの提供によるGHG削減効果の定量的な「見える化」を推

し進めるため、15％以上の削減効果が見込めるソリューショ

ンを「環境貢献ソリューション」として認定しています。

2014年度も、多くのお客様に提供しているソリューション

を中心に認定を推進しました。また、環境貢献効果をお客様

への提案の場でも活用し、ソリューションの環境価値をお伝え

できるよう努めました。

保守業務の変革を支援する製造業向け保守業務ソリュー

ション「FUJITSU Enterprise Application GLOVIA ENTERPRISE 

MM」や、クラウド型電子カルテシステム「FUJITSU ヘルスケア

ソリューション HOPE Cloud Chart」など、国内で新たに51件の

環境貢献ソリューションを認定し、累計で400件となりました。

その結果、グローバル全体での貢献量は2,483万トンとな

り、目標を達成しました。

富士通グループは、ICTの提供を通じてエネルギー利用効率

の改善や生産活動の効率化、人・物の移動量の削減といったイ

ノベーションを社会の様々な領域で生み出し、GHG排出量の削

減に貢献することを目指しています。ICTを多くのお客様に利用

いただくことは、社会全体のGHGを削減するとともに、富士通グ

ループの持続的な事業成長にもつながると考えています。

そこで富士通グループでは、お客様にお使いいただくICTが

どれだけGHG削減に貢献しているかを定量的に「見える化」し、

その貢献量の拡大を図っています。これまで、2009年度から

2012年度までの累計で1,223万トンのCO2排出量削減に貢献

しました。2013年度からは目標の対象を海外にも拡大し、2015
年度までの3年間にグローバルで累計3,800万トン（注）以上貢

献することを目指しています。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果
「環境貢献ソリューション」の
拡大を推進

新たに51件認定、
2,483万トンのGHG削減に貢献

ICTの提供による温室効果ガス（GHG）排出量の削減貢献量

「GHG削減貢献量を2013年度から2015年度累計で2,600
万トン以上貢献する。」という目標を「3,800万トン以上」に上方

修正しました。目標達成に向けて、多くのお客様に提供してい

るソリューションや、クラウドコンピューティングやモバイルな

ど、これからお客様の活用拡大が見込まれるソリューションに

重点を置いて、環境貢献ソリューションの認定を推進します。

2015年度の目標・計画
重点ソリューションを定め
認定を推進

2011 2012 2013 2014 2015
目標

436

1,086

875

522

668

418

1,397

3,800

2,483

335

2010

256

4,000

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

0
（年度）

累計（第7期環境行動計画の実績）
ICTによるGHG削減貢献量（単年度:国内）（注1）

ICTによるGHG削減貢献量（単年度:海外）（注1）

累計（第7期環境行動計画の目標）

（注1）2010年度から12年度の値は第6期環境行動計画における実績値です。
　　     13年度から範囲をグローバルに拡大しています。
（注2）海外の実績集計カテゴリーの見直しに伴い、2013年度実績値を修正しました。

（万トン）

（注2）

①新世代統合型 Web CMS 「Sitecore CMS」

②FENICSⅡ ビジネスWi-Fiサービス

③製造業向け生産管理ERP「GLOVIA G2」

④現場検査マイスター

⑤AZCLOUD SaaS FoodCORE
⑥住民情報システム「MICJET税務情報」

重点ソリューションの例（2014年度）

ICTの提供による温室効果ガス（GHG）排出量の削減
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導入前後で比較評価

CO2

削減効果

環境負荷原単位
データベース

導入前 導入後

7環境影響要因をCO2排出量に換算

物の消費 紙、CD、書籍の消費

人の移動 航空機、電車、バス、
車による移動

物の移動 トラック、鉄道貨物による
運搬

オフィス
スペース

作業工数、書類、
機器スペースの占有

倉庫
スペース

普通倉庫、冷蔵倉庫に
おける保管

IT・NW機器 IT機器（サーバ、パソコン）に
よる電力消費

NW
データ通信

インターネット・FAXの
データ通信 15％以上の削減効果が

見込めるICTソリューションを
環境貢献ソリューション

に認定

CO2

排出量を
積算

2014年度の主な活動報告

提案資料に環境性能を盛り込む活動を推進 第三者審査機関からのコメント

昨年に引き続き、「ICTの提供による

GHG排出削減貢献量」の2014年度

データに対して、第三者レビューを実

施しました。

昨年は「算定に用いられる基礎デー

タが社内の環境貢献ソリューション審

査会にてすべてチェックを受ける仕組みとなっていること」「算

定に用いられる文書類が適切に整備されていること」などを評

価できる点として挙げましたが、今回のレビューでもそれらが

効果的に機能していることが引き続き確認できました。さらに

今年は、より具体的な算定方法を示した新たな規定が追加さ

れ、算定のプロセスと根拠について透明性の向上が図られて

いました。

一方で、算定方法そのものは、従来と同じカテゴリー分類で

の“売上高当たりのGHG削減効果（GHG削減原単位）”を利用し

たものとなっており、算定結果の精度についてはまだ改善の余

地が残っていると思われました。ただし、これについては現在

の算定方法の妥当性を確認するためのスタディを実施しその

結果を対外的に発表するなどの積極的な取り組みが行われて

おり、今後の改善につながることが期待されます。

ビューローベリタスジャパン株式会社　 
システム認証事業本部

坂口 正敏 氏

富士通が提供しているソリューションのCO2削減貢献量な

ど、お客様に環境性能をお伝えするための提案活動を国内外

で推進しています。株式会社富士通システムズ・イーストで

は、この提案活動をビジネスプロセスに組み込むため、パッ

ケージソフトウェアの商品化時にCO2削減貢献量を評価する

取り組みをスタートしました。また、株式会社富士通ソーシア

ルサイエンスラボラトリ（富士通SSL）では、社内の表彰制度や

事例発表会などで社員の意識啓発を図るとともに、お客様

向けパンフレットなどを作成しています。

欧州では、環境貢献試算Webツール「EcoCALC」を活用し、

お客様にソリューションの環境性能を訴求しています。2014
年度は、フィンランドで官公庁

向け業務システム商談や、ス

ペインで大手自動車メーカー

向けサーバ仮想化商談などを

評価・提案しました。

富士通では、2004年に株式会社富士通研究所が「ICTソ

リューションの環境影響評価手法」を開発して以来、ICTの導入

による環境負荷低減効果をCO2排出量で定量的に評価してい

ます。これまでに400件の事例を評価しており、蓄積された

データを基に、売上高当たりのCO2削減効果（CO2削減量原単

位）を算出しています。

GHG削減貢献量の算出にあたっては、その原単位とソ

リューションのカテゴリー別年間売上高より、年間削減量を算

出しています。

参考情報 GHG削減貢献量の算出方法について

環境影響評価手法

富士通SSLの「環境貢献ソリューション」
ご紹介パンフレット
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ICTの提供による温室効果ガス（GHG）排出量の削減



第7期環境行動計画の目標を達成するために設置された

ワーキンググループ（WG）を中心に、前年度に設定した持続

可能性に貢献するソリューションの基準を検証したうえで、気

候変動の緩和と適応に貢献するソリューション12件を選出し

ました。さらに、これらの提供拡大を推進するために、グロー

バルな情報発信に向けたプランを策定しました。

近年、世界的に多発する異常気象と大規模な洪水は、多く

の市民と地域経済に影響を及ぼしています。こうした災害へ

の対策強化のため、インドネシア共和国ジャカルタ特別州で

は、独立行政法人 国際協力機構インドネシア事務所様（JICA
インドネシア事務所）の支援を通じて、富士通とPT. Fujitsu 

Indonesia（富士通インドネシア）が構築した市民参加型災害

情報共有システムを導入しました。

本システムはインドネシアで普及率の高いスマートフォン

を活用し、市民約1,000万人にアプリを提供。市民はアプリを

インストールし、自分が見た河川水位や雨量情報を写真とメ

モで送信すると、スマートフォンの位置情報（GPS）に基づき、

複数のレポートを1つの地図上に集約して表示します。市民は

同アプリを利用し、この情報を参照することができます。また、

本システムは、ジャカルタ防災局の既存の災害情報管理シス

テムと連携しており、災害時にはジャカルタ防災局が発令した

警報などをリアルタイムでスマートフォンに送信します（同ア

プリのインストール済み端末が対象）。災害状況収集を目的と

した高度な観測網を整備するうえで資金調達が課題であった

ジャカルタ特別州にとって、低コストで容易に導入できるこの

ソリューションは最適だと言えます。

さらに、同アプリを使って情報を提供する市民が増えるほど

多くの河川水位と雨量情報を得られるため、市民の自発的、

自律的な防災・減災意識の啓発や向上も期待できます。

お客様への提供拡大を目指し、2015年度中に持続可能性

に貢献するソリューションをウェブサイトなどで広く情報発信

していきます。

また、事例の提供や、ソリューションのラインナップ拡充を

図っていきます。

持続可能な社会の実現には、GHG排出量の削減による地球

温暖化対策や気候変動への適応、省資源化や生物多様性の保

全、食糧供給の安定化や都市化対策など、様々な環境・社会課

題に対処していく必要があります。

そこで、富士通グループではICTソリューションの提供を通じ

てグローバルに環境・社会課題の解決に貢献することを目指

し、サステナビリティソリューションの提供拡大を推進していま

す。グローバルなメンバーで構成された環境ソリューション委

員会と、配下に設置したワーキンググループ（WG）で検討・推進

を行っています。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果
持続可能性に貢献するソリューション12件を選出

2015年度の目標・計画
持続可能性に貢献するソリューションを
お客様へ発信

2014年度の実績サマリー

2014年度
実績

第7期環境
行動計画の
目標

社会の持続可能性に貢献する
ソリューションの提供を拡大する。

持続可能性に貢献するソリューションの
情報発信に向けた事例発掘と、
ラインナップの整備

2014年度
目標

持続可能性に貢献するソリューション12件
を選定し気候変動分野のラインナップを
拡充、および事例を収集

（2015年度末まで）

TOPICS インドネシア、ジャカルタ特別州で
スマートフォンによる市民参加型
災害情報共有システムの運用を開始

ジャカルタの洪水の様子

Over view 画面 レポート画面

持続可能性に貢献する（サステナビリティ）ソリューションの提供
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2014年度の実績サマリー

2014年度
目標

2014年度
実績

50%以上を
エネルギー効率トップレベルにする。
新製品の

45%以上を
エネルギー効率トップレベルにする。
新製品の

46.0%が
エネルギー効率トップレベル
新製品の

第7期環境
行動計画の
目標
（2015年度末まで）

事業部門ごとに、2013年度～2014年度に開発が見込まれ

る製品シリーズ数に基づき、エネルギー効率トップレベルの

達成度を目標として設定しました。

適用した省エネ技術としては、高効率電源の採用、省電力

ディスプレイの採用や省電力制御の最適化、パワーマネジメ

ント機能の強化があります。そのほかLSIの集約や部品点数の

削減、省電力デバイスの採用などを積極的に推進しました。

サーバ、PCサーバ、パソコン、ネットワーク機器、スキャナなど

において省エネ技術を横断的に適用・拡大した結果、2014年度

の目標45％に対して46.0％を達成することができました。

「新製品の50％以上をエネルギー効率トップレベルにする」

という年度目標の達成に向けて、各部門におけるトップレベル

製品開発の上積みなど、計画の見直しを進めます。また、エネ

ルギー効率改善を進める施策として、優れた省エネ技術を横

断的に展開し、適用製品を拡大していきます。

さらに、将来に向けて、エネルギー効率の革新的向上に貢

献する省エネデバイスの先端技術開発を進め、早期の製品適

用を目指します。

昨今、ICT製品に関するエネルギー規制の増加や対象製品の

拡大が進むとともに、社会的にも環境ラベル適合やグリーン調

達要件としてエネルギー効率が重要視されるようになってい

ます。

こうした中、富士通グループは温室効果ガス排出低減に向け

て、製品使用時のエネルギー効率向上の取り組みを加速して

いく必要があると考えています。そのため、エネルギー効率が

トップレベルとなる製品の開発を推進しています。これまで、

「スーパーグリーン製品」の開発などを通じて製品のエネル

ギー効率の向上を図ってきましたが、第7期環境行動計画では

「新製品の50％以上をエネルギー効率トップレベルにする」と

いう目標を掲げ、さらなるエネルギー効率向上を目指す製品

開発を推進しています。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果
各部門で省エネ技術を積極的に適用

エネルギー効率トップレベル46.0％を達成

2015年度の目標・計画

優れた省エネ技術を展開し
適用製品を拡大

エネルギー効率においてトップランナー製品（世界初、業界

初、世界最高、業界最高など）をはじめとした、市場の上位

25％以上に相当するような基準を満たす製品です。

参考情報 エネルギー効率トップレベル製品とは

市場または富士通グループの
新規開発製品の割合

市場

富士通グループの目標

50%以上を
トップレベルに

エネルギー効率

市場の
上位25%以上

トップレベル

目標基準は、市場または従来製品との比較において、エネ

ルギー効率がトップレベルと認められる基準を製品分野別に

定めています。

参考情報 エネルギー効率トップレベル製品の目標基準

主な基準（注1）

基準 製品群

エネルギースタープログラム基準（最新
バージョン）適合 パソコン、イメージ機器など

省エネ法トップランナー基準（2011年度）
達成率トップレベル

サーバ（注2）、
ストレージシステムなど

業界トップレベルのエネルギー効率 LSI、特定分野向け製品など

業界トップレベルの電池持ち スマートフォン

従来製品・従来性能と比較し消費電力を
削減

ネットワーク機器（注3）、
電子部品など

（注1）  基準値は、同一製品群の中でも構成により異なる。
（注2）  PCサーバ除く。
（注3）  ICT分野におけるエコロジーガイドラインで評価する製品は、星の数（多段階評価）で

トップレベル。

エネルギー効率に優れたトップレベル製品の開発
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2014年度の主な活動報告

省電力設計で長時間バッテリー駆動が可能な
企業向けタブレット

場所を選ばず原稿の電子化を行えるモバイル・スキャナの

「ScanSnap iX100」は、バッテリーとWi-Fiを搭載しながら、わ

ずか400gの世界最軽量（注）コンパクトボディを実現しました。

軽量化にあたっては、プリント基板のサイズを従来技術使用

時と比べ10％削減、機構設計のデッドスペースを最小化する

ため全部品を3Dモデル化し実装空間を0.1mm単位で最適

化、主要部品の軽量化、などの工夫を行っています。

またScanSnap iX100では、バッテリー駆動での長時間動

作を実現するため、コントロールICの機能を必要最低限に絞

り、周辺の電源回路を高効率化。さらに消費電力を一つひと

つの部品に至るまで徹底的に削減したほか、動作時・スリープ

時・省エネ時の移行タイミング最適化により、トータルの低消

費電力化を実現。国際エネルギースタープログラム基準値に

対し、スリープ時で消費電力50％削減を達成しました。
（注）バッテリー・Wi-Fi搭載A4シートフィードスキャナにおいて。株式会社PFU調べ。
　　（2015年6月1日 時点）

企業向けWindowsタブレット「ARROWS Tab Q775/K」はメイ

ンPCとしても使える、13.3インチの大画面タブレットです。最新

のインテル®CoreTM iプロセッサーおよび省電力ディスプレイ

IGZOを採用し、約9.1時間（注1）の長時間駆動を実現。さらには

エネルギースタープログラム基準への適合、および省エネ法

に基づくエネルギー消費効率（2011年度基準）500％以上を

達成（注2）しています。

また「ARROWS Tab Q775/K」は、13.3インチ以上のタブレッ

ト端末の中で最軽量クラスの900g台を実現。小型軽量筐体を

実現するため、内部カバーに強度、重量面で優れたマグネシウ

ム合金と、ガラス強化樹脂とのハイブリッド成形品を用いるこ

とで従来機以上の強度を確保し、軽量化を実現しています。
（注1）CoreTM i5モデル。JEITAバッテリー動作時間測定法（Ver.2.0）に基づいて測定。
（注2）CoreTM i7-5600Uプロセッサー搭載モデル。

富士通フロンテック株式会社は、本体搭載の太陽光パネル

で発電した電力のみで試合中のスコアやメッセージの表示切

り替えが行える「エコボード」を開発しました。

エコボードに採用した磁気反転素子は、電磁石の磁力によ

り動作します。磁石の力で表示を保持するため、切り替えの一

瞬しか駆動電力を必要としない省電力設計です。曇りや夕方

でも運用可能（注）であり、一般的なスコアボードに必要な外部

電源は一切不要です。
（注）不日照の場合でも6試合分相当の運用が可能（バッテリー満充電時。1試合9回までで

試算）。

世界最軽量・低消費電力を実現した
モバイル・スキャナ

太陽光発電だけで運用できる環境配慮型
スコアボード「エコボード」を開発

環境配慮型の野球場向けスコアボード

磁気反転素子

ScanSnap iX100Q775/K

カスタムメイドで手のひら
静脈センサーを搭載可能
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2014年度の実績サマリー

2014年度
目標

2014年度
実績

新製品の資源効率を15% 以上向上する。
（2011年度比）

新製品の資源効率を33.6% 向上
（2011年度比）

35% 以上向上する。
（2011年度比）

新製品の資源効率を

第7期環境
行動計画の
目標
（2015年度末まで）

各項目の定義

製品価値

資源負荷係数

製品の各資源の質量（再生プラスチック使用量を引く）。資源使用量

資源廃棄量

資源の使用や廃棄による環境負荷そのものの削減の評価に重
点を置くため、製品価値は資源の使用に関係のあるものに限
定し製品ごとに設定。（対象外の例：CPUの性能向上など）

枯渇性、希少性、採掘時や廃棄時の環境影響などを考慮した、
資源ごと固有の環境負荷重み係数。
すべての資源の負荷係数を1として活動を開始する。

製品使用後に再資源化されず廃棄される各資源の質量 （設計
値） 。資源廃棄量は0として活動を開始する。

これまで、資源効率の向上を総合的・定量的に評価する仕

組みがなく、資源効率に関する公的な指標も存在していない

ことから、2012年度に富士通グループ独自の「資源効率」を

定義しました。

2013年度に引き続き、自社設計により新規開発する製品（注）

について、この指標を用いた評価を実施し、製品の部品点数

削減、部品の小型・薄型・軽量化、高密度実装による小型化な

どの取り組みを推進しました。
（注） 資源効率がお客様仕様や規格に依存する製品は除く。

主にタブレット、PCサーバ、携帯電話基地局装置、メインフ

レームなどにおいて小型化、軽量化を推進した結果、2014年

度の資源効率向上目標15％に対して33.6％を達成すること

ができました。

2015年度目標を前倒しで達成したため、さらなる向上を目

指して目標値の上方修正を行い「新製品の資源効率を2011
年度比35％以上向上する」としました。

この年度目標の達成に向けて、これまでの取り組みを継続

するだけでなく、軽量高剛性の新規材料開発や再生材の使用

拡大にも取り組んでいます。また、環境性能を広く訴求するこ

とで認知度向上を図り、拡販にもつなげていきます。

資源の枯渇、国際的な資源価格の高騰、レアメタルの供給

不安など、社会や企業の持続可能性を脅かすリスクが高まる

中、欧州政府も成長戦略の1つに「資源の効率化」を掲げ、「資

源効率化イニシアティブ」を設立するなど、世界全体で資源効

率化を重視する動きが高まっています。

また、富士通グループが提供するICT製品においても、資源

を効率良く使用していくことが重要と考えています。その実現

に向けて、これまでも3R（Reduce・Reuse・Recycle）を意識した

「3R設計」を推進し、省資源化に有効な技術を製品に展開して

きました。製品の小型・軽量化、再生プラスチックの使用、部品

点数削減、解体性・リサイクル性の向上などを通じて、資源効率

向上による環境負荷低減を推進することはもとより、小型・軽

量・省スペースなど、お客様にもメリットをもたらす優れた製品

の提供を目指しています。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果 2015年度の目標・計画
新規開発製品の資源効率向上を追求

資源効率向上33.6％を達成

目標値を上方修正し
資源効率のさらなる向上を目指す

参考情報 資源効率の定義と算出式

資源効率

製品価値

資源の使用による環境負荷

∑（資源負荷係数×資源使用量）

資源の廃棄による環境負荷

∑（資源負荷係数×資源廃棄量）

資源効率 ： 製品を構成する個々の素材（資源）の「使用・廃棄による
環境負荷」を分母、「製品価値」を分子として算出するもの

製品の資源効率向上
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F-03G

資源効率

37.9％向上
（従来比）

資源効率

138.6％向上
（従来比）

FUJITSU Server GS21 2600

2014年度の主な活動報告

高性能を実現した環境配慮型の
メインフレーム

世界最軽量で安心の電池持ちを実現した
タブレット

「FUJITSU Server GS21 2600」は、システム・オン・チップ（注1）

の採用によりLSIを14個から1個に集約し、LSI間の信号の伝

送ロスをなくすことで処理性能を最大約40%向上させつつ、

性能当たりの消費電力を最大約50%低減しました。また、「80 

PLUS®（注2） GOLD」認証を取得した業界最高水準の高効率電

源を採用し、エネルギーロスの少ない安定した電源供給を実

現しています。さらに、部品点数の大幅削減と各種部品の小

型化や集約・統合により、従来モデルに比べ設置面積（保守エ

リア含む）を最大約70％縮小し、重量を最大約58％軽量化し

ました。また、筐体塗装に無溶剤粉体塗料を採用し、揮発性有

機化合物（VOC）の含有量を全廃したほか、システムボードや

チャネルなどプリント基板への電子部品の実装（はんだ）にお

いても、完全鉛フリー化を実現しました。
（注1）システム・オン・チップ：複数の機能を1つのICチップに集約する技術。
（注2）80 PLUS® ：コンピュータ用電源装置のエネルギー効率に関する認証制度。

2014年冬発売の「ARROWS Tab F-03G」は、2013年冬発

売機種より86g軽量化し、画面サイズ10インチ以上のタブレッ

トで世界最軽量の433gを達成しました。

軽量化と堅牢性を両立するため、最適素材を用いて構造を

改良。低比重のガラス入り強化素材によるシャーシ薄肉化や、

内部部品の一部に耐力の高い高強度アルミニウムを採用し

ました。

また、充電器なしで気軽に持ち運べるよう、省電力化も追

求。画面オフ時には「ヒューマンセントリックエンジン」がCPU
のコア数やクロック数を抑え電池の消耗をカットするほか、ア

プリごとにCPUのパフォーマンスを最適化するなど、省エネ

技術を進化させてきました。これにより、従来の電池持ちを

維持しながら7,840mAhの小型軽量電池採用を可能として

います。

富士通グループは、独自の製品環境アセスメントやグリー

ン製品評価を通じて、省資源化やリサイクル性の向上など、

3Rを考慮した様々な技術の適用に努めています。例えば、部

品点数やケーブル本数の削減、性能向上や高集積化による省

スペース化、マニュアルの電子化など、省資源化に有効な技

術を製品に展開しています。さらに、製品設計時には多くのお

客様にもお使いいただいている富士通製3次元仮想検証シ

ミュレータのVPS（Virtual Product Simulator）を活用し、試

作機を作成する前に製品の組立・解体の手順や作業性を検証

し、製品の保守しやすさや使用後のリサイクル性向上も考慮

しています。

また、2010年からは、設計者を対象に、富士通グループの

リサイクルセンター見学会を定期開催しています。使用済み

製品の解体体験に加え、リサイクル担当者からの解体容易性

の阻害要因の紹介や意見交換などで設計者へフィードバック

を行い、製品のリサイクル性向上に活かしています。

今後は、リサイクルセンターから収集した解体容易性の阻

害要因事例をまとめ、製

品開発の段階から製品使

用後の解体しやすさを設

計に取り入れるようにし

ていきます。

リサイクルセンター見学会での解体体験の様子

3R設計の推進
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2014年度の実績サマリー

2014年度
実績

ソリューションとプロダクトの
環境負荷低減に貢献できる

革新的技術を開発する。

25件の重点グリーン技術の発表

第7期環境
行動計画の
目標
（2015年度末まで）

富士通グループの先端グリーンICTを社会に浸透させ、ビジ

ネスへの早期展開と研究員の意識向上を図るため、No.1や

初めての技術、あるいは環境貢献が著しく高い技術を重点グ

リーン技術と位置付け、技術開発の推進とメディア向け発表

による技術力の発信を強化しました。

また、企業、行政、個人、センサーなどの異種情報を連携、

利活用するソーシャルイノベーション領域でのグリーンICTの

創出を強化し、その環境貢献について発信しました。

Green by ICTやソーシャルイノベーション領域を中心とし

た25件の開発実績を発表しました。内訳は、Green by ICTが

18件、Green of ICTが7件でした。また、Green by ICTの中では

ソーシャルイノベーション領域が13件となりました。

● データ最適化技術
● 通信データ蓄積、高速検索技術
● 端末・機器間の情報サービス技術
● 交通の軌跡分析技術
● オンデマンド交通運行技術
● 患者の状態認識技術
● 広域SDN管理制御技術
● アクセス再現検証技術
● 車線逸脱検出技術
● サイバー攻撃検知技術
● サーバ向け56Gbps受信回路
● クラスタ型スパコンのNWスイッチ　
削減技術

● 画像認識プログラムの自動生成技術
●  WAN高速化技術

● 車載レーダ用CMOS送受信チップ
● 天然林の新たな管理方法
● ウェアラブル機器向けセンシング・
ミドルウェア

● バイオ素材を用いた水性植物性塗料
● Linked Open Data技術を適用した
地域の特性を発見するツール

● 指輪型ウェアラブルデバイス
● 下水道氾濫の兆候を検知する技術
● シリコンフォトニクスを用いた光送
受信回路

● 人の流れを認識する技術
● 洪水予測シミュレーター技術
● 運動機能異常を早期発見する技術

先端技術の環境貢献度を一層高めていくとともに、個々の

技術のみならず、各技術を連携させたグリーンICT創出を加速

させます。特に、ソーシャルイノベーション領域でのグリーン

ICTおよびそれを支えるデータ解析・連携・利活用の基礎研究

を強力に推進するとともに、引き続き社会への発信を強化し

ます。

富士通グループは、企業活動を通じた社会・環境課題の解決

に向けて、最先端のテクノロジーをベースに、製品における材

料、デバイスからファシリティ、システム・ソリューションに至るま

で、あらゆる領域において、環境・サステナビリティ視点での研

究開発を進めています。

富士通グループの研究開発の中核を担う株式会社富士通研

究所では、ICT機器・インフラ自体の省エネ・省資源化を図る

「Green of ICT」と、ICTの活用によって環境負荷低減を図る

「Green by ICT」の両面からアプローチしており、なかでも社会

への波及効果が大きい「Green by ICT」については、富士通グ

ループの成長戦略の核となる「ソーシャルイノベーション領域」

でのグリーンICT創出を目指しています。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果

2015年度の目標・計画

重点グリーン技術を位置付け、発信強化

25件の重点グリーン技術を発表

グリーンICT創出を加速

ソーシャルイノベーションの研究領域

開発実績

ソーシャルイノベーション領域　グリーンICT創出

データ解析・連携・利活用
（基盤研究）

健康物流 教育環境 エネルギー 防災

アナリティクス セキュリティ

人工知能 機械学習
サイバー
セキュリティ

ID
セキュリティ

交通

ナレッジ

ビッグデータ

先端グリーンICTの研究開発
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2014年度の主な活動報告

下水道氾濫の兆候をマンホールのセンサーで
低コストに検知する技術を開発

CPU間の高速伝送を世界最小の
1Gbps当たり5mWで実現

減災に向け、洪水予測シミュレーターの
パラメーター値を自動的に決定する技術を開発

局地的大雨による都市の浸水被害の抑制に向けて、下水道

氾濫の兆候を検知するには、水位計測機能を備えたセンサー

をマンホールに組み込み、管路施設の広域に数多く設置する

のが有効です。しかし従来は、電池交換や運用コストなどの面

で課題がありました。

そこで株式会社富士通研究所は、地形や下水道管路の形

状・距離によって生じる上流から下流までの所要流水時間の

分析から、センサーを組み込むべきマンホールの位置と数を

決定する技術を開発。従来に比べ、約5分の1のセンサー数で

下水道全体の流れを把握・予測することを可能にしました。さ

らに、測定水位の変化状況を考慮して測定パラメーターを最

適に制御する技術も開発し、測定精度を維持しながら消費電

力を約70%削減しました。これにより、太陽光発電のような自

然エネルギーのみで動作させることが可能となり、1台当たり

の運用コストも約90%削減しました。これらの技術を適用する

ことで、都市における下水道氾濫被害の軽減を目指します。

富士通、株式会社富士通研究所、Fujitsu Laboratories of 

America, Inc（FLA）、技術研究組合 光電子融合基盤技術研究

所（PETRA）、国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合

開発機構（NEDO）は、2015年2月、シリコンフォトニクス技術
（注2）を用いた光送受信回路を共同で開発しました。これによ

り、サーバやスパコンのCPU間高速データ通信を1Gbps（注1）

当たり5mWという世界最高の電力効率で実現します。

従来、光素子を高速に動作させるためには、光素子に一定

の電圧をかける必要があったため、光送受信回路の省電力化

は困難でした。今回、光素子を低電圧駆動させながら、送信

データの変化を捉えて大きな振幅になるように補い、従来の

半分の消費電力で25Gbpsの高速動作を実現しました。本技

術により、消費電力を抑えながら、複数の光送受信回路を並

べた毎秒テラビット級の高速伝送を実現できるため、サーバ

やスパコンの高性能化につながることが期待されます。
（注1）1Gbps：1秒間に1ギガビットのデータを伝送可能であること。
（注2）シリコンフォトニクス技術：シリコン基板上に光素子を形成する技術。

現在、防災・減災に向けて河川の管理を高度化するため、一

部の河川管理業務では、洪水予測シミュレーターが運用され

ています。シミュレーターでは、地形や森林や市街地といった

土地利用の分布をモデル化した「分布型流出モデル」の利用

が望まれていますが、予測精度を高めるための最適なパラ

メーターを決定することが難しく、課題となっていました。

今回、国立研究開発法人 土木研究所と株式会社富士通研

究所は、分布型流出モデルに基づく洪水予測シミュレーター

で、設定するパラメーター値を自動決定する技術を開発しまし

た。13種類の最適化アルゴリズムの選定と、選定を自動化す

る数理最適化プラットフォームの開発により、過去15回の洪水

の流量測定値と洪水予測シミュレーションによる計算値を比

較したところ、再現性が極めて高いことが確認できました。

これにより、洪水予測シミュレーターを常に最適な設定で

運用することができ、予測した河川の流量によって河川管理

者が防災、減災対策を適切に判断できるようになります。

下水道水位モニタリングシステム 開発した光送受信回路のチップ写真と主な特性 河川の流量の測定値とシミュレーションによる計算値
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2014年度の実績サマリー
社会との協働

生物多様性などの
社会・環境課題の
解決に取り組む活動に
対し、資金、技術、
人材などを支援する。

［資金］
児童擁護センターへの
寄付や赤十字を通じた
災害被害支援
［技術］
静脈認証システムの提供
［人材］
職業訓練の実施   など

2014年度
実績
（主な事例）

良き企業市民としての活動

社員が社会とともに
取り組む

社会貢献
活動を支援する。

社員の
社会貢献活動時間

14.5万時間

第7期環境
行動計画の
目標
（2015年度末まで）

2014年度はアジアを中心に海外の販社やサポートセン

ターにも活動を展開し、地域社会と連携した新たな取り組み

が数多く始まりました。また、日本やイギリス、北欧諸国など、

従来から社会貢献活動が盛んな地域では、社員やステークホ

ルダーの参加者数や活動回数の拡大を図るとともに、国内で

推進する環境出前授業にICTを適用するなど、技術による支援

を積極的に行いました。

EMEIAやアジアでは生物多様性保全や次世代人材育成、ア

メリカでは地域奉仕など、地域ごとに異なる多様なニーズに対

し、資金、技術、人材の提供を通じて支援しました。

また、社員が取り組む社会貢献活動としては、特に海外の実

績が約3倍増加。国内外を含めた社会貢献活動時間は14.5万

時間となりました。

2014年度に新たに実施した活動を継続するとともに、国

内外において、社員が取り組む活動の機会を提供し、活動

時間を拡大していく予定です。

また、センシングやモニタリング、データ分析など、当社の

技術を社会貢献活動のフィールドで活かすことで、各地域

の課題解決により一層貢献できる活動に転換することを目

指し、ICTの活用を推進していきます。

グローバルICT企業として、お客様・社会とともに持続可能で豊

かな社会の実現を目指す富士通グループでは、NPO/NGO、教育

機関、自治体、市民団体など多様な主体による社会課題の解決

に向けた活動を、資金、技術（ICT）、人材（専門性）を通じて支援して

います。具体的には、自治体が生物多様性地域戦略を策定・実行

するための調査や市民啓発への技術支援、NPOの希少種保護、

温暖化対策プロジェクトへの資金支援、モニタリング・システムな

どの技術支援、国際機関の社会貢献プログラムへ参加する人材

支援などが挙げられます。支援対象・内容は、事業拠点、富士通グ

ループ各社が地域のニーズや課題を受けて判断しています。

また、社員一人ひとりが社会・環境課題に対して高い意識を

持ち、当事者としてそれらの解決に関わっていくことを奨励し、

社員が取り組む社会貢献活動を支援しています。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果

2015年度の目標・計画

社会貢献活動を実施する地域や規模が拡大

国内外で14.5万時間の社会貢献活動を実施

社員が取り組む活動時間の拡大とICT活用の推進

●  静脈認証システムを幼稚園に寄贈： 
江蘇富士通通信技術有限公司（中国）

  会社の創設20周年を記念し、PalmPass™幼稚園管理システムを寄
贈。幼稚園の安心・安全な環境づくりに貢献。（写真上2点）

●  800名の生徒に職業訓練授業を実施： 
Fujitsu UK & Ireland（英国）

  社員7名がBishop Vaughan schoolに通う生徒にプレゼンテーショ
ンスキルやライティングなど多様な職業訓練を実施。

●  児童擁護センターへクリスマスギフトをプレゼント： 
Fujitsu Network Communications（米国）
テキサス州にある児童擁護センターに、社員780名以上から集めた
約2,500ドルの現金と、おもちゃ7箱分をプレゼント。（写真左下）

●  3か年の緑地保全活動を開始：Fujitsu Systems Business（タイ）

  タイ王室林野局と3か年の緑地保全活動の協定を締結し、サムット
プラーカーン県バンクラチャーオの公園で400本の苗木を植樹。
（写真右下）
●  養蜂箱の設置による生物多様性保全への貢献： 

Fujitsu Technology Solutions EE（ベルギー／ルクセンブルク）

  専門機関と連携し、8,000ユーロを投入して富士通の建物の屋上に
養蜂箱を設置。

社会貢献活動事例

社会との協働／良き企業市民としての活動
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2014年度の主な活動報告

ボルネオ島の豊かな森を取り戻すために
熱帯雨林再生活動を実施（マレーシア）

環境出前授業を7,300名に実施し、
環境について考えるきっかけを提供（日本）

社員114名が自転車レースに参加
（フィンランド）

富士通グループでは、2002年からマレーシア・サバ州にある

「富士通グループ・マレーシア・エコ・フォレストパーク」で、サバ

州森林開発公社の支援を受けながら、熱帯雨林再生プロジェ

クトに取り組んでいます。木材用の外来種が生えている

150haの土地に、在来種であるフタバガキ種37,500本を植

林。現在は主に、苗木を育てるためのメンテナンス活動を実施

しています。

また毎年、世界中の富士通グループ社員が現地に集って、

熱帯雨林の現状視察と森林保全作業を体験するエコツアー

を開催。2014年は、世界8か国66名の社員とその家族が参加

し、地元の大学生や日本人学校生徒などの現地ステークホル

ダーを合わせ、総勢100名以上が約1,400本の苗木の補植な

どの保全活動を行いました。このような活動の継続により、約

10mの高さに成長した木もあり、豊かな生態系の熱帯雨林へ

と着実に再生されつつあります。

富士通グループは、未来を担う子どもたちに環境の大切さ

を知ってもらうため、社員講師による環境出前授業を実施し

ています。2014年度は、144か所の小・中学校などで、延べ

7,300名を対象に実施しました。

現在、学校現場ではICTの導入が進んでおり、今後は生徒一

人ひとりがタブレットPCを使う授業が実施されていきます。そ

こで2014年度の環境出前授業は、この新しい授業をいち早

く体験できる2つのプログラム「地球1個分で暮らすために」、

「将来のシゴトとエコ」をNPOと連携して開発、展開しました。

生徒たちが互いの意見を共有したり、全生徒の回答状況を見

ながら授業を進めることができるなど、ICTならではのインタ

ラクティブな授業を実施しています。また、「将来のシゴトとエ

コ」には、キャリア教育の要素も取り入れています。

富士通フィンランドでは、2009年から毎年、自転車の総走

行距離をチーム対抗で競う「キロメーターレース」に参加して

います。このレースは、通勤やプライベートの移動手段を自動

車から自転車に切り替え、日々の移動による環境負荷の低減

を図るものです。

2014年は5～9月にかけて開催され、従業員114名が参加。

総走行距離は134,819キロメートル、約23.6トンのCO2排出

量削減に貢献しました。レース全体では、走行距離2,700万

キロメートル超、CO2排出量削減は4,765トンでした。

また今回は、本レースに合わせてフィンランドの赤十字が

主催するチャリティイベントにも参加。富士通フィンランドは

総額1万ユーロを災害支援へ寄付し、2,400以上の参加チー

ム中で最大の寄贈者となりました。

社員による熱帯雨林再生活動の様子 1人が1台のタブレットPCを使う授業を体験
家族と一緒にレースに挑んだマッティ・コスキミース（左）、
富士通チームキャプテンのキモ・バイッコラ（右） 
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富士通グループでは1993年度の第1期環境行動計画の策定時

から、自らの事業活動における環境負荷低減を推し進めていま

す。昨今のクラウドサービスの伸長に伴いデータセンターのエネ

ルギー消費量が増加傾向にある中、第7期では主要なデータセン

ターにおける環境配慮を推進する目標を新たに設定しています。

ほかにも、事業所や、物流時・お取引先などにおける温室効果ガス

排出量の削減、水資源の有効利用や再生可能エネルギーの利用

拡大などを目標に掲げています。

P.31
P.31

マークについて　　 第三者機関による審査済み  ○ 2014年度目標達成

自
ら
の
事
業
活
動

継
続
管
理
目
標

温室効果ガス（GHG）排出量の削減

エネルギー効率の改善

環境配慮データセンターの推進

物流・輸送時のCO2排出量の削減
 

お取引先とのCO2排出量削減の推進
 

再生可能エネルギーの利用量の拡大

水資源の有効利用

化学物質排出量の抑制

廃棄物排出量の抑制

製品リサイクルの推進

事業所における温室効果ガス排出量を1990年度比20％以上削減する。

事業所におけるエネルギー消費原単位を年平均1％以上改善する。

主要なデータセンターの環境パフォーマンスを向上する。

輸送における売上高当たりのCO2排出量（注1）を2013年度比
年平均1%以上削減する。（注2）

すべての領域のお取引先にCO2排出量削減の取り組みを拡大する。 

再生可能エネルギーの発電容量および外部からの購入を拡大する。

水の再利用や節水など、水資源の有効利用を継続する。

化学物質の排出量を2009～2011年度の平均以下に抑制する。
（PRTR：21t、VOC：258t）

廃棄物の発生量を2007～2011年度の平均以下に抑制する。
（廃棄物発生量：31,134t）
国内工場におけるゼロエミッション活動を継続する。

富士通リサイクルセンターにおける事業系ICT製品の
資源再利用率90％以上を継続する。

P.33

P.40

P.35

P.37

P.38

P.41

P.39

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

33.1%削減　

5.1%改善　

グリーンデータセンター推進ガイドラインの制定
PUE可視化ツールの導入

13％削減

CO2排出削減・抑制の取り組みを
実施するお取引先の比率100％

英国で太陽光発電の電力購入契約を締結
グリーン電力の購入 約21,000kWh

水使用量1,660万㎥
（2013年度比10.8％減）

PRTR：19t、VOC：219t
　

廃棄物発生量22,258t　
国内事業所でゼロエミッション達成

94.3％　

2014年度の実績 進捗テーマ 第7期環境行動計画の目標項目（2015年度末までの目標）

29.4％削減

1.6%改善

グリーンデータセンター委員会を設立
内部目標（共通目標・個別目標）を設定

32％削減

CO2排出削減・抑制の取り組みを
実施するお取引先の比率95.9％

太陽光発電設備の新規導入 210kW
グリーン電力の購入 約23,000kWh

水使用量1,862万㎥
（2012年度比6.3％減）

PRTR：21t、VOC：246t
　

廃棄物発生量23,522t
国内事業所でゼロエミッション達成

92.7%

2013年度の実績

（
注
3
） P.43

13％削減

輸送における
売上高当たりの

CO2排出量

温室効果ガス
（GHG）排出量

33.1％削減
（1990年度比） （2013年度比）

10.8 ％削減

水使用量

（2013年度比）

（注1）CO2排出量：エネルギー使用量をCO2排出量に換算。 （注2）2013年度の目標達成により、2014年度より目標変更。 （注3）継続管理目標：すでに高いレベルに達しており、継続して取り組んでいく目標。 

ChapterⅡ 自らの事業活動
主要な
2014年度実績

事業所における温室効果ガス（GHG）
排出量の削減・エネルギー効率の改善

環境配慮
データセンターの推進

物流・輸送時の
CO2排出量削減

お取引先のCO2

排出量削減の推進
廃棄物排出量の
抑制

化学物質排出量の
抑制

水資源の有効利用再生可能エネルギー
利用量の拡大

製品の
リサイクル



2014年度の実績サマリー

2014年度
事業所における
温室効果ガス排出量を

事業所における
エネルギー消費原単位を

目標

2014年度
実績

19%削減
（1990年度比）

1%以上改善
（年平均）

（年平均）

20%以上削減する。
（1990年度比）事業所における

温室効果ガス排出量を

1%以上改善する。
（年平均）事業所における

エネルギー消費原単位を

5.1%改善
事業所における
エネルギー消費原単位を

第7期環境
行動計画の
目標
（2015年度末まで）

33.1%削減
（1990年度比）事業所における

温室効果ガス排出量を

CO2排出量削減対策としては、2014年度も継続して各事業

所での設備の省エネ対策（インバーター、BAT（注）対象機器の

導入、燃料転換など）、製造プロセスの効率化と原動施設の適

正運転、オフィスの空調温度の適正化、照明・OA機器の節電、

エネルギー消費の「見える化」と測定データの活用推進を行

いました。

また、CO2以外（PFC、HFC、SF6、NF3）の排出量削減としては、

温暖化係数（GWP）の低いガスへの切り替えや製造ラインへ

の除害装置の設置を実施しています。
（注）BAT（Best Available Technologies）：温室効果ガス削減のための利用可能な最先端

技術。

2014年度のGHG総排出量は約89.7万トン（売上高当たり

の原単位：18.9トン/億円）であり、1990年度比では33.1％削

減となりました。

GHGの内訳として、CO2排出量は約80.4万トン（日本国内

75.3万トン、海外5.1万トン）、CO2以外の排出量は約9.3万トン

となっています。

データセンターおよび一部の電子部品製造において、エネ

ルギー使用量の増加に伴うCO2排出量の増加が見込まれてい

ますが、引き続き設備投資や運用改善の取り組みにより、

1990年度比20％以上削減に努めます。

地球温暖化防止のため、2050年までに世界全体の温室効果

ガス排出量を少なくとも半減（先進国は80％削減）する必要が

あるという共通認識の下、富士通グループでは「自らの事業所

における排出量削減」、「バリューチェーンでの削減推進」、「お

客様や社会全体への削減貢献」など、事業活動の全領域を通し

て温暖化防止に取り組んでいます。

自らの事業所（工場およびデータセンター、オフィス）から排

出する主なGHGとしては、エネルギー（電力・燃料油・ガス）の使

用に伴うCO2排出、半導体製造プロセスで使用するPFC、HFC、

SF6、NF3の排出があります。これらの削減目標を設定し、使用

量および排出量の削減に努めています。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果

2015年度の目標・計画

エネルギー消費に伴うCO2排出量削減を推進

前年度比でGHGを5.1万トン削減

設備投資や運用改善を継続強化

温室効果ガスの排出量推移

2014

5.1

0
1990 2009 2010 2011 2012 2013 2015

目標

目標：
総排出量
1990比▲
20％以上

基準値

103.5

4.8
25.9

97.1

6.9

27.3

131.3

95.8

5.6

17.1

118.5 107.4

91.3

5.4

13.1

85.6

5.4
10.4

109.8 101.4

75.3

9.3

134.2
（注3）

89.794.8

5.2

79.2

10.4

（万トン）
200

150

100

50

（年度）

国内CO2（注1） CO2以外（注2）海外CO2（注1）

（注1） 国内/海外CO2排出量：環境行動計画の実績報告における購入電力のCO2換算係数は、
2002年度以降は0.407トン-CO2/MWh（固定）で算出。

（注2） CO2以外の排出量：温暖化係数（GWP）によるCO2相当の排出量に換算。
（注3） 1995年度実績を1990年度の排出量とする。

実績33.1%減

事業所における温室効果ガス（GHG）排出量の削減・エネルギー効率の改善
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2014年度の主な活動報告

製造部門を中心とした
夏季ピーク電力の削減

サーバ、ストレージ製品の製造工場である株式会社富士通

ITプロダクツでは、電気使用の平準化として夏季ピーク電力

の抑制に取り組みました。

従来からの省エネ対策に加え、ピーク時間帯となる夏季の

昼間における電力使用の削減を重点とし、クリーンルーム操

業時間の夜間シフト、プリント基板はんだ付け装置の集約（ま

とめ生産）やヒータ運転見直し、窒素発生装置の停止（昼間は

液体窒素の使用に切り替え）など、製造部門も含めた活動を

展開しました。

そのほか、診断設備の運転集約や、建物の窓のアルミ断熱・

遮熱シートの貼り付けによる空調負荷の削減などにより、

2014年度は前年度比で契約電力を10％以上削減し、約620
トンのCO2排出量削減につながりました。

ICTを活用した
エネルギーマネジメントの推進

富士通グループでは、環境経営を支える基盤システムとし

て、様々な環境情報をリアルタイムに収集・分析し、ポータル

画面に一元的に表示する「環境経営ダッシュボード」を構築。

国内すべての拠点に導入しています。

環境経営ダッシュボードは、富士通グループ全体や事業所・

部門単位、建屋別、フロア別に使用しているエネルギーの種

類や使用量、CO2排出量、面積・人員当たりのCO2排出量、前年

同月比など、様々な指標をリアルタイムに可視化。電力値予

測化技術の活用によりピーク電力管理が容易に行えるほか、

2014年度には、データセンターのエネルギー利用状況の表

示機能を追加（P.33参照）するなど、第7期行動計画の目標達

成に向けたPDCAサイクルを回すために必要な機能を装備し

ています。これにより、経営層やエネルギーマネジメント担当

者の意思決定や判断に活用できるだけでなく、社員の自立的

な環境行動も促進します。

環境経営ダッシュボード

全社一丸となった節電対策実施による
使用電力削減

富士通ワイヤレスシステムズ株式会社では、2011年の東

日本大震災を契機に電力需要逼迫に対する節電対策が急務

となり、「節電対策委員会」を発足しました。2012年度以降は

毎年、年間電力使用量の削減目標を設定し、様々な施策を検

討・実施。これまでに、省エネ式コンプレッサー導入、サーバ稼

働数削減、太陽光発電設置やLED照明の導入、製造設備等の

熱拡散対策、室内断熱対策などに取り組みました。加えて、特

に電力需要が高まる盛夏期や厳冬期は、ピーク電力を24時間

自動監視して電力使用の抑制を図っています。

こうして節電施策を積み重ねた結果、2014年度の電力使

用量は2010年度比で459.67kWh（24.5％）、ピーク電力は

172kW（27.3％）削減することができました。

2,000

1,500

1,000

500

（千kW／年間）

2010 2011 （年度）2012 20142013

1,625.23
1,522.74

1,876.33

1,682.11

0

1,416.66

富士通ワイヤレスシステムズ株式会社  年間電力使用量
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第7期環境行動計画の実行に向けて、昨年度に引き続きグ

リーンデータセンター（GDC）委員会で活動方針を決定し、

GDC委員会の下に活動を計画・実行するGDCワーキンググ

ループ（GDCWG）および国内・海外のサブワーキンググループ

（SWG）で、目標値を掲げた活動を進めました。

この活動の中で、データセンター（DC）の円滑な省エネ活

動展開を目的に、GDC推進ガイドラインを策定しました。本ガ

イドラインは、改善方法やルール、施策の留意点、改善事例な

どを集約したDCの省エネに関する共通仕様書です。

主なDCのPUE値をThe Green Grid（注）の算定方法で算出・把

握しました。また、DCMMを活用した改善活動を実施しました。
（注）The Green Grid:米国のIT企業を中心に2007年2月に設立された、データセンターや

企業向けIT機器のエネルギー効率改善を推進するIT業界の非営利団体。富士通は
2008年3月から参画。

DCエネルギー利用状況の情報共有と継続的な改善環境の

整備を目的に、独自にPUE可視化ツールを構築し、2015年5
月に導入しました。これは、富士通グループが国内全事業所に

導入している「環境経営ダッシュボード」の機能の1つであり、

各DCのエネルギー利用状況を月ごとに集計し表示するほか、

PUE、DC成熟度モデル（DCMM）なども表示します。 GDC推進ガイドラインを活用し、引き続き、外気導入、空調温

度やエネルギーの可視化、ラック充填率の向上、空調温度設

定の緩和、冷暖分離などに取り組むとともに、ガイドラインの

継続的な見直しを行う予定です。

また、PUE可視化ツールを用い、DC関係者の情報共有や意

見交換の場として活用する予定です。

データセンターのエネルギー消費量は、クラウド・コンピュー

ティングの普及拡大などで増加傾向にあり、データセンターの

環境パフォーマンスに対する社会の関心が高まってきていま

す。また、電気料金の値上げにより、電力コストも上昇していま

す。富士通グループの事業別CO2排出量（2012年度）に占める

データセンターの割合は27％、国内主要19データセンターの

CO2排出量増加率は2010年度から2012年度の3年間で8.1％

となっています。さらに今後も、クラウドビジネスの伸長に伴い、

データセンターのCO2排出量は増加していくことが予想される

ため、環境配慮型データセンターの推進は、富士通グループに

とって社会的責任であるとともに、ビジネス基盤の強化の面で

も長期視点で取り組むべき重要テーマとなってきています。

富士通グループでは全データセンターの約8割（サーバ室面

積当たり）を活動対象（注）と定め、環境パフォーマンスの向上に

取り組んでいます。

富士通グループのアプローチ

2015年度の目標・計画

2014年度の実績・成果
グリーンデータセンター（GDC）
推進ガイドラインの制定

主要なDCのPUE値を把握

PUE可視化ツールを導入

環境パフォーマンス向上に向けた
取り組みを推進2014年度の実績サマリー

主要なデータセンターの

環境パフォーマンス
を向上する。

グリーンデータセンター推進ガイドラインの
制定
PUE可視化ツールの導入

2014年度
実績

第7期環境
行動計画の
目標
（2015年度末まで）

（注）  活動対象：グローバルで原則1,000m2以上、または事業部門が申請したデータセ
ンター。

PUE値とPUE算出方法

PUE値 PUE算出方法、その他
平均：1.65
レンジ：1.33～2.66
対象DC数：35

・ The Green Gridを適用
・ DCMMを活用した改善活動の実施

PUE可視化ツールGDC推進ガイドライン　

環境配慮データセンターの推進
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2014年度の主な活動報告

オーストラリアのデータセンターでの
取り組み

富士通グループはオーストラリアにおけるデータセンター

の環境配慮を推進しており、6サイトのうち3サイトで「オース

トラリア建築環境格付け制度」（NABERS）の認証を取得して

います。そしてすべてのサイトはISO14001環境マネジメント

システムの認証を取得しています。

NABERSは、ICT機器のエネルギー消費や環境パフォーマ

ンス・効率を、実績に基づいて比較する世界初の制度であり、

政府の外部機関によって認証

されます。10年以上にわたって

オーストラリアの建築物を対象

に運用されており、最近データ

センターにも適用されるように

なりました。

ノーブルパークデータセンター（DC）（4,000m2）は、2013年

にデータセンターとしてはオーストラリア国内で初めて2つの

データホールで4つ星評価を獲得し、施設全体で3.5星評価を

獲得しました。それまでオーストラリアで認証取得したデータ

センターはなかったため、今後の道しるべとなる画期的な出

来事となりました。

NABERSの4つ星を獲得するために、ホームブッシュベイDC
は、2008年に大規模な改装を行い、省エネに寄与する技術を

建屋内に導入しています。導入技術の1つ目は、高密度でハイ

ブリッドな冷却技術です。冷却水の循環再利用と、熱気流を最

小にするための空間レイアウトを用いています。

2つ目は、閉ループ冷却システムの導入です。これにより、

施設内の温湿度に関する業界基準を守るために必要な水量

を大幅に削減しました。

3つ目は最先端の施設管理システムです。電力消費をリア

ルタイムにモニタリングし、効率を最大化するための設定調

整を可能にします。

2011年に稼働したウェスタンシドニーDCは、エネルギー効

率を最重要事項として設計され、NABERSでは4つ星を獲得し

ました。ホームブッシュの施設の省エネ特性に加え、ディーゼ

ルロータリー無停電電源（DRUPS）の採用、間接的なフリー

クーリング、熱反射式の屋根、雨水活用、再生素材の活用に取

り組みました。

富士通データセンターは省エネのトップランナーです。業

界平均が3つ星という中で、認証を取得した富士通のデータ

センターは27％以上効率的であり、CO2排出量の合計では

12,000トン以上を削減しています。

また、ウェスタンシドニーDCは、NABERS格付けに加え、顧

客別データセンターにおけるエネルギー効率認証（CEEDA）

の金賞を獲得しました。

CEEDA認証はデータセン

ターに関する欧州行動基

準に基づき、金銀銅の格付

けを行うものです。

ノーブルパークデータセンター

ウェスタンシドニーデータセンター

ホームブッシュベイデータセンター

ウェスタンシドニーデータセンター

ステークホルダーの声

ニューサウスウェールズ州政府のCO2排出量削減とエネル

ギー効率の改善への取り組みにおいて、富士通は真のパート

ナーです。技術作業グループの一員としての同社のアドバイ

スは、データセンター指標ツールとして世界トップレベルの

NABERS ENERGYを作り出すうえで欠かせないものでした。

富士通は、NABERSの利用を支持することでこの強固なツー

ルが業界標準になることに貢献しています。

ニューサウスウェールズ州環境大臣

Rob Stokes 氏
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国内輸送では、モーダルシフトへの取り組みとして鉄道の

効果的な活用を継続したほか、時間指定の緩和、トラックの積

載効率を考慮した梱包箱の適用などによって、トラック台数の

減少につなげました。

また、複数のグループ会社の貨物を混載する「積み合せ輸

送」も積極的に実践しました。

国際および海外域内輸送においても、モーダルシフト（航

空輸送から海上輸送への切り替え）、輸送距離の短縮、低公害

車両の活用、緊急配送削減による配送車両の削減、航空輸送

の輸送回数削減などを実施しました。

継続して積載率向上によるトラック輸送の効率化や国際輸

送のモーダルシフトの推進に取り組み､2015年度も目標達成

に向けて富士通グループ全体でグリーン物流の活動を推進し

ます｡

2014年度の輸送CO2排出量は、119千トンでした。そのう

ち、国内輸送に伴うCO2排出量は、23千トン、国際輸送および

海外域内輸送で、96千トンでした。売上高当たりのCO2排出量

は2013年度比13％削減となり、第7期環境行動計画目標の

2014年度目標を達成しました。主に国際輸送においての航

空輸送から海上輸送への切り替えの拡大によるものです。

国内外の広範な地域にグループ各社・事業所を有し、かつ数

多くのお取引先から部材を調達している富士通グループに

とって、物流・輸送に伴うCO2排出量の削減は、継続的に取り組

むべき重要なテーマです。

そこで富士通グループでは、これまで国内輸送に伴うCO2排

出量の削減を目標に取り組みを強化してきました。さらに第7
期環境行動計画では、国内輸送のみならず海外域内輸送、国

際輸送にも対象を広げ、グローバルに物流の合理化・効率化を

進めています。また、サプライチェーン全体での物流に伴う環

境負荷低減にも努めており、「富士通グループグリーン物流調

達基準」をお取引先に提示するなど、お取引先とのパートナー

シップを強化しながら共に活動を推進しています。さらに、物流

プロセス全体での取り組みとして、製品や部品の包装における

3R（Reduce・Reuse・Recycle）化にも注力しています。

富士通グループのアプローチ

2015年度の目標・計画

2014年度の実績・成果
国内・海外・国際輸送それぞれで活動を推進

排出量削減の継続強化

2014年度の目標を達成

輸送に伴うCO2排出量の推移

2014年度の実績サマリー

第7期環境
行動計画の
目標

第7期環境
行動計画の
目標
（2015年度末まで）

1%以上削減する。
（2013年度比年平均）

輸送における
売上高当たりの
CO2排出量を

輸送における
売上高当たりの
CO2排出量を

輸送における
売上高当たりの
CO2排出量を

2014年度
目標 1%以上削減する。

2014年度
実績 13%削減

（2013年度比）

（2013年度比）
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（注）国際輸送の輸送CO2排出量の実績集計カテゴリーの見直しに伴い、2012～2013年度
実績値を修正しました。

物流・輸送時のCO2排出量削減

富士通グループ環境報告書2015 検索 目次へ 35
Top Message 環境本部長インタビュー 特集 Human Centric 

Intelligent Society
第7期富士通グループ
環境行動計画 Chapter I  社会への貢献 Chapter II  自らの事業活動 環境マネジメント データ編

事業所における温室効果ガス（GHG）
排出量の削減・エネルギー効率の改善

環境配慮
データセンターの推進

物流・輸送時の
CO2排出量削減

お取引先のCO2

排出量削減の推進
廃棄物排出量の
抑制

化学物質排出量の
抑制

水資源の有効利用再生可能エネルギー
利用量の拡大

製品の
リサイクル



2014年度の主な活動報告

国内における輸送効率向上への取り組み 海外におけるモーダルシフト推進

包装に伴う環境負荷の低減

製造拠点の統合によるトラック便の集約
携帯電話の国内製造拠点を富士通周辺機株式会社（兵庫

県）に統合しました。これによってお客様への納品をまとめる

ことが可能になり、トラックの台数を削減できました。

外部倉庫の工場内取り込みによる横持ち輸送の削減
富士通小山工場（栃木県）では、工場周辺の賃借倉庫を工

場内に取り込むことで、工場⇔倉庫間におけるトラックの輸送

を削減することができました。

梱包箱の改善によるトラック積載効率の向上
富士通テレコムネットワークス株式会社（栃木県）では、海

外向けネットワーク製品の輸送

において、トラック積載効率を

考慮し、2段積みを可能にした

梱包箱に変更しました。これに

よりトラックの積載率を上げ、

トラックの台数を削減すること

ができました。

輸送ルートの見直しによる輸送距離の短縮
富士通アイソテック株式会社（福島県）から仙台ターミナル

へのパソコン製品の輸送ルートを見直し、輸送距離を短縮す

ることができました。従来、東北地区の配送を担う仙台ターミ

ナルへの輸送は東京ターミナルを経由し、ほかの製品と積み

合せて仙台ターミナルに輸送していました。これを仙台ター

ミナルに直送するルートとしました。

工場間輸送におけるトラックの削減
富士通フロンテック株式会社（新潟県）では、定期的に運行

しているリペア製品の工場間輸送（新潟工場⇔熊谷工場）に

おいてトラックの積載率を考慮した荷物調整を行い、運行台

数を減少させました。

Fujitsu Technology Solutions GmBH（ドイツ）では、長期

にわたり、物流効率化活動に取り組んでいます。

主な活動は、航空輸送から海上輸送への国際輸送のモー

ダルシフトです。そのほか、ドライバー教育や低公害な最新

車両の導入など、物流業者との協力によりサプライチェーン

で環境負荷低減を実践しています。

富士通グループでは、包装資材についても物流プロセス全

体で環境負荷の低減を図っています。

富士通グループの製品や部品に使用する箱のダウンサイ

ジング化やリユース可能な代替品への切り替え（リターナブ

ルコンテナ）などの3R化を通じて、段ボールや緩衝材などの

使用量削減を実践しています。

仙台ターミナルへの輸送ルート

2段積みを可能にした梱包箱

仙台
ターミナル

東京ターミナル
名古屋ターミナル

富士通アイソテック
（福島）

富士通アイソテック
（福島）

仙台
ターミナル

東京ターミナル
名古屋ターミナル

従来 改善後

富士通グループ環境報告書2015 検索 目次へ 36
Top Message 環境本部長インタビュー 特集 Human Centric 

Intelligent Society
第7期富士通グループ
環境行動計画 Chapter I  社会への貢献 Chapter II  自らの事業活動 環境マネジメント データ編

事業所における温室効果ガス（GHG）
排出量の削減・エネルギー効率の改善

環境配慮
データセンターの推進

物流・輸送時の
CO2排出量削減

お取引先のCO2

排出量削減の推進
廃棄物排出量の
抑制

化学物質排出量の
抑制

水資源の有効利用再生可能エネルギー
利用量の拡大

製品の
リサイクル

物流・輸送時のCO2排出量削減



富士通グループ独自の環境調査票を新規お取引先に配付

し、お取引先のCO2排出量削減の取り組み状況を確認してい

ます。取り組みステージ2（数値目標などを持ったCO2削減・抑

制活動の実施）に達していないお取引先には、取り組みやす

い活動事例を紹介した独自のチェックリストを提供し、取り組

み実施のきっかけにしていただいています。

また、活動の手引きとして、企業の

地球温暖化問題への関わりから活動

の進め方、一般公開されている活動の

参考となる情報などをリーフレットに

まとめ、提供しています。

さらに、前年度に調査したお取引先

に対しても、CO2排出量削減活動内容

の変化について確認し、活動の継続を

働きかけました。

第7期環境行動計画の2年目である2014年度は、初年度の

目標達成度を踏まえ、前倒しでの100％達成を目指すという

目標を掲げました。活動が難航するお取引先に対して、活動へ

のご理解やご協力を得るための働きかけを粘り強く行った結

果、100％を達成することができました。

第7期環境行動計画の最終年度となる2015年度は、新たに

対象となるお取引先に活動を働きかけ、「ステージ2の適合率

100%」の目標を、年度末を待たずに早期達成を目指します。

さらに、第8期環境行動計画へ向けてグリーン調達活動の

取り組みを検討、策定していきます。

地球温暖化防止に向けて、社会全体での省エネルギーによ

るCO2排出量削減が重要なテーマとなっています。富士通グ

ループでは、自社のみならずバリューチェーン全体で活動する

必要があると考え、お取引先にCO2排出削減・抑制の取り組み

を働きかけています。

2013年度からは、部材の調達をするお取引先にとどまらず、

工事、設備、保守、ソフトなどあらゆる事業領域のお取引先に拡

大し、幅広く展開しています。具体的には、お取引先のCO2排出

量削減の取り組み状況を調査し、富士通グループが定める水

準に至らないお取引先に対しては、取り組みの強化をお願いす

るとともに支援も行っています。今後も、富士通グループのグ

リーン調達活動のノウハウを活かしてお取引先とともに取り組

みを促進し、社会全体の環境負荷低減に貢献していきます。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果

2015年度の目標・計画

お取引先取り組み状況の
調査実施と活動支援

CO2排出量削減の取り組みを実施する
お取引先の比率100％を達成

早期目標達成と新たな活動の策定

取り組みステージ

ステージ 1
取り組み意志の

表明
（取り組み宣言）

ステージ 2
具体的な活動の実践

ステージ 3
外部への活動拡大

目標
ステージ

2014年度の実績サマリー

2014年度
目標

2014年度
実績

CO2排出削減・抑制の取り組みを実施する

（2015年度末までの目標前倒しで達成）

お取引先の
比率を 100% にする。 

お取引先の
比率 100% 達成

すべての領域のお取引先に
CO2排出量削減の取り組みを拡大する。

第7期環境
行動計画の
目標
（2015年度末まで）

ステージ1
取り組み意志の表明
（取り組み宣言）

CO2排出抑制/削減の意義を理解し、企業として
取り組む意志を表明する段階

ステージ2
具体的な活動の実践

数値目標、方針、計画のいずれかを設定した取り
組みを実施している段階

ステージ3
外部への活動拡大

自社内の取り組みから、自社の外にまで活動を
拡大している段階（サプライチェーン上流への働
きかけや外部組織との検討作業の協働など）

お取引先に提供している
リーフレット

お取引先のCO2排出量削減の推進
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太陽光発電設備の新規導入はな

く、2014年度末の導入容量累計は

865kWを維持しています。

また、2014年度の展示会・イベン

トにおけるグリーン電力の購入量

は、約21,000kWhでした。

2013年度に作成した「導入ガイドライン」や「最適導入マッ

プ・発電量予測ツール」を活用し、事業所への導入検討を推進

することで、さらなる再生可能エネルギーの利用拡大を目指

します。

また、展示会・イベントにおいてグリーン電力を積極的に活

用し、使用電力のカーボンオフセットに継続して取り組みます。

Fujitsu UK & Irelandは、入居している建物の屋上に、LCPF
（ファンド）が設置する太陽光発電システムで発電した電力を購

入する契約を締結しました。パネルは2014年2月～3月に設置

し、2014年4月から稼働しています。

このシステムで発電した電力は2014年9月までの半年間

で34,907kWhに達し、敷地全体の消費電力の3.5%に相当し

ます。

社会における再生可能エネルギーの普及拡大は、地球温暖

化対策、エネルギー源多様化による安定供給の確保、エネル

ギーを基軸とした経済成長などの観点から、より一層重要と

なっています。

富士通グループにおいても、地球温暖化防止の一環および

エネルギー需給問題の観点から、第7期環境行動計画で再生

可能エネルギー利用拡大の目標を設定し、太陽光発電設備の

自社事業所への導入設置、再生可能エネルギーで発電された

電力の購入などを積極的に推進しています。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果

2015年度の目標・計画
再生可能エネルギーの利用拡大を推進

グリーン電力購入を推進
太陽光発電設備の導入実績（累計）

2014年度の実績サマリー

再生可能エネルギーの発電容量および
外部からの購入を拡大する。

2014年度
実績

グリーン電力の
購入 約21,000kWh

英国で太陽光発電の電力購入契約を締結

第7期環境
行動計画の
目標
（2015年度末まで）
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当年度の新規導入 前年度までの導入

グリーン電力証書

TOPICS 英国で太陽光発電の電力購入契約

太陽光パネルが設置された屋上

再生可能エネルギー利用量の拡大
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2014年度の水使用量は1,660万m3（売上高当たりの原単

位：349m3/億円）であり、2013年度に比べて10.8％減となり

ました。水使用量に対する循環水量の割合は41.9％であり、

水の有効利用に大いに貢献しています。

各サイトでは独自に水使用量削減の目標を設定して取り

組んでいます。例えばオーストラリアのノーブルパークデータ

センターでは、2014年度に水使用量5%（250m3）削減を掲げ

推進した結果、23%（1,180m3）削減を達成しました。

富士通長野工場では、プリント基板製造工程から排出され

る酸・アルカリ系の排ガスを「スクラバー」と呼ばれる排ガス処

理設備を用いて水による噴霧洗浄処理を行っています。

第7期環境行動計画目標「水の再利用や節水など、水資源

の有効利用を継続する」を推進するため、2014年度に引き続

き各工場で一つひとつ施策を積み重ねながら、さらなる水資

源の有効活用に取り組みます。

気候変動や森林破壊、新興国・途上国の人口増加や経済成

長などに伴い、世界的な水不足リスクが拡大しています。企業

にとっても、水不足はビジネス継続に影響を及ぼしかねないリ

スクであり、水の使用量削減や再利用が重要な課題となって

います。

富士通グループでは、とりわけ半導体やプリント基板の製造

において水を大量に使用することから、特にそれらの水使用量

の削減が必要と考えています。これまでにも各工場において、

節水はもとより純水リサイクルや雨水利用をはじめとする水の

循環利用・再利用に継続的に取り組んできました。2013年度か

らは水資源の有効利用を新たに目標に掲げ、これまで以上に取

り組みを強化しています。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果

2015年度の目標・計画

水使用量は2013年度から10.8％減

継続目標の達成を目指す

水使用量および循環水量の推移

スクラバー循環水洗浄装置
導入による水削減効果

2014年度の実績サマリー
第7期環境
行動計画の
目標

水の再利用や節水
など、水資源の有効利用を継続する。

2014年度
実績

水使用量1,660万m3

10.8% 減（2013年度比）

（2015年度末まで）
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水使用量 循環水量

噴霧水はスクラバー内部で循環しており、このため排ガス

中の有機物や一般細菌によってスライム（細菌類）が繁殖し、

汚染されています。従来はこれらを原因とするスクラバーの

目詰まりによる処理能力低下を引き起こすことを防ぐため、

多量の水を排水するとともに、新規に水を投入する必要があ

りました。

今回導入したオートマチックフィルターは全自動で循環水

のスライムを除去することが可能となり大幅な水の使用量、

排水量の削減を実現できました。

2014年12月から現在、1号機・2号機の運用が開始され、水

の削減効果が出ています。今後は、3号機の導入によりさらな

る水の削減を目指します。

スクラバー循環水洗浄装置

内容 削減量

水の削減 3,460m3/年（注）

（注）1号機・2号機の合計。

TOPICS オートマチックフィルター導入による水の削減

水資源の有効利用
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化学物質管理システム「FACE」と購買システムを連携させ、

登録が行われていない化学物質は購入できない仕組みを構

築し、2014年度はグループ内の複数事業所に展開しました。

例えば、グループ内外の会社が多数入居している富士通明

石工場では、各社の環境に関する法令遵守を強化するために

本システムを適用。月1万件以上の購入品の中から化学物質

の登録有無を判別し、化学物質管理を徹底しています。

2014年度におけるグループ全体での化学物質排出量は

PRTRが19トン、VOCが219トンとなり、2009年～2011年度の

平均以下に抑制することができました。

引き続き、国内の富士通グループ全体での化学物質排出量を

2009年～2011年度の平均以下に抑制します。特に、化学物質

排出量が多い塗装工程における新たな削減施策を検討します。

有害な化学物質の使用による自然環境の汚染と健康被害に

つながる環境リスクを予防するため、富士通グループでは約

1,300種の化学物質を管理しています。

化学物質管理システム「FACE」を活用することで、各事業所

での化学物質の登録・管理、化学物質等安全データシート

（SDS）の管理、購買データや在庫管理と連携した収支管理を

行い、化学物質管理の強化と効率化を実現しています。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果

2015年度の目標・計画

化学物質管理システムと購買システムの
連携により化学物質の管理強化を実現

PRTR、VOC排出量の継続目標を達成

PRTR、VOC排出量の抑制を継続

国内PRTR排出量推移

国内VOC排出量推移

2014年度の実績サマリー

化学物質の排出量を
2009年～2011年度の平均以下に抑制する。

（PRTR 21トン、VOC 258トン）

PRTR 19トン、VOC 219トン
2014年度
実績

第7期環境
行動計画の
目標
（2015年度末まで）
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富士通化成株式会社は、マグネシウム合金を使ったPC筐体

への塗装下地／防錆処理を目的とする「化成処理」プロセス

において、フッ酸を含むエッチング薬剤を使用しています。

同社では、社内で蓄積してきたビッグデータを活用すること

で、エッチング処理槽の管理基準値を維持しながらエッチング

薬剤の投入量を削減できる最適なプロセスを見出し、2015年

1月から量産適用を開始。薬剤の消費量を50%削減し、廃棄物

発生量、エネルギーや水使用量の削減にもつながったほか、

年間約240万円のコスト削減も実現しました。

TOPICS PCマグネシウム筐体化成処理プロセスの
環境負荷低減

化学物質排出量の抑制
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新光電気工業株式会社でのアルカリ廃液の社内処理化の

運用改善による発生量削減（160トン）、会津富士通セミコン

ダクターマニュファクチャリング株式会社での洗浄設備の設

定時間変更による廃酸の発生量削減（100トン）、富士通長野

工場での減圧脱水機による有機濃厚廃液の発生量削減（77ト

ン）、FDK株式会社の廃トナーの有価物への変更（90トン）など

を実施しました。廃棄物発生量については、22,258トン（売上

高当たりの原単位：0.47トン/億円）で目標を達成しました。ま

た、国内におけるゼロエミッション活動については、すべての

事業所においてゼロエミッションを継続しています。

継続して設備の導入や資源の再利用による廃棄物発生量

の抑制に取り組み、「廃棄物の発生量を31,134トン以下に抑

制」および「国内におけるゼロエミッション活動を継続する」の

目標達成を目指します。

富士通グループでは、廃棄物を貴重な資源として捉え、そこ

から資源を回収またはエネルギー源として利用する取り組み

を継続しています。国内では、年々廃棄物の最終処分量は減少

傾向にあるものの、新たな処分場の建設が困難であるため、残

余年数に限界があるなど、廃棄物の処理を取り巻く環境は依

然として厳しい状況にあります。

循環型社会形成推進基本法で定められている①発生抑制、

②再使用、③再生利用、④熱回収に従って、半導体やプリント基

板の製造で発生する廃酸、廃アルカリ、汚泥の発生量を削減す

るため、設備導入や再利用などを積極的に進めています。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果

2015年度の目標・計画

設備導入や社内処理化、有価物化を実施

廃棄物発生量の抑制を継続

廃棄物発生量および有効利用率の推移
2014年度の実績サマリー

2014年度
実績 国内事業所で

ゼロエミッション達成

廃棄物発生量 22,258トン

廃棄物の発生量を2007～2011年度の
平均以下に抑制する。

（廃棄物発生量 31,134トン）
国内工場におけるゼロエミッション活動を
継続する。

第7期環境
行動計画の
目標
（2015年度末まで）

2013
0 0

2007～2011
平均

2011 2012 2014

目標値

95.7 96.4

22,258

97.9 98.9

28,44831,134 27,353 23,522

（トン） （％）
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（年度）

廃棄物発生量

実績
28.5%減

有効利用率（国内のみ）

廃棄物発生量・有効利用量・最終処分量の内訳

廃棄物種類 廃棄物発生量 有効利用量 最終処分量

汚泥  4,578  4,490    88
廃油  1,176  1,071   105
廃酸  3,234  3,224    10
廃アルカリ  3,257  3,255     2
廃プラスチック  3,601  3,536    65
木くず  1,276  1,276     0
金属くず    641    640     1
ガラス・陶磁器くず    415    415     0
その他（注）  4,079  2,941 1,138
合計 22,258 20,849 1,409
（注）  その他：一般廃棄物、紙くず、浄化槽汚泥、燃え殻、がれき類、繊維くず、動植物性残さ、感

染性廃棄物を含む。

（単位：トン）

廃棄物排出量の抑制
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2014年度の主な活動報告

洗浄設備の設定時間変更による
廃酸の回収量削減

部品リワーク（部品交換）技術適用による
基板廃棄の低減

会津富士通セミコンダクターマニュファクチャリング株式

会社では、洗浄処理設備で発生していた廃棄物の大幅な削減

を実現しました。

半導体前工程の製造プロセスでは、薬液を使用した洗浄処

理を実施しています。この薬液には化学物質が含まれている

ため、薬液に加えて水洗排水も回収し、産業廃棄物として処

分委託していました。そこで廃棄物削減に向けて、水洗排水

の回収量の削減に取り組みました。

まず、水洗排水の回収量を削減した場合の排水中の化学物

質濃度が、自社の排水処理施設で処理可能な濃度基準以下

を達成できるかシミュレーションを実施。その後、水洗排水の

回収量を変化させ、その都度、排水中の化学物質濃度の分析

を行いました。その結果、水洗排水の回収量を減らしても、十

分に自社の排水処理施設で処理可能な濃度基準を担保でき

ることが確認されました。

今回の活動により、産業廃棄物として処分委託していた水

洗排水を社内の排水処理施設で処理できるようになり、廃

棄物の削減および廃棄物処分委託コストの低減を実現しま

した。

従来、ICT機器の基板などに搭載された不良部品を交換する

場合、加熱により対象部品のみを取り外し、新品を取り付ける

方法が主流です。しかし今日、スマートフォンをはじめとするユ

ビキタス機器は小型高機能化が進み、部品は高密度に実装さ

れています。そのため、修理工程において隣接部品まで加熱

され、修理どころか不良が拡大してしまうことから、これまでは

部品が交換できず、基板ごと廃棄するほかありませんでした。

そこで富士通アドバンストテクノロジ株式会社（FATEC）で

は、新たな部品リワーク技術の開発に着手。解析と実測を重

ねたことで、加熱の三要素（伝導・輻射・対流）を適切に配置し

た加熱技術の構築に業界で初めて成功し、部品間隙0.2mm
（従来1mm）の高密度実装の部品交換を実現しました。これ

により携帯電話・スマートフォンの基板291千枚の廃棄を回

避、24億円のコストダウンに寄与しました。

さらにFATECでは、このリワーク技術を活用し、既存設計

ルールで定められた間隙を見直し、さらなる高密度化を可能

にする実装設計の検討に取り組みました。そして熱等価モデ

ルの解析により、隣接部品の冷却（空冷）機能をリワーク技術

に追加したことで、CPU周辺に配置されるメモリ部品の実装

間隙の縮小（従来10mmを1.8mm）を実現しました。

富士通グループでは、第7期環境行動計画目標の1つとし

て、国内事業所において、ゼロエミッション活動を実施してお

り、一部事業所で未達成でしたが、リサイクルができていな

かった廃棄物について有効利用（サーマルリサイクル・マテリ

アルリサイクル）に切り替えることができ、すべての事業所が

ゼロエミッションを達成し、2014年度においても、継続維持を

行っています。

今後も、ゼロエミッション活動を継続し最終処分量の削減

に取り組んでいきます。

交換対象

ハロゲンビーム
温度センサ

伝熱キャップ
（約2g）

スポットエア

ノズル

遠赤外線加熱

隣接部品

ホットエアー

隣まで熱くなりすぎて
接合不良が発生！

フィードバック制御

従来の部品交換技術

新たに開発した部品リワーク技術

ゼロエミッションの取り組み
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2014年度の実績サマリー

2014年度
実績

富士通リサイクルセンターにおける
事業系ICT製品の資源再利用率

90% 以上を継続する。

富士通リサイクルセンターにおける
事業系ICT製品の資源再利用率

94.3% 達成

第7期環境
行動計画の
目標

第7期環境
行動計画の
目標
（2015年度末まで）

国内  90.9%

海外  99.0%

富士通グループは日本、EMEA（ヨーロッパ、中東、アフリ

カ）・米州（アメリカ、カナダ、ブラジル）・アジア（シンガポール、

フィリピン、オーストラリア、香港、台湾、韓国）で製品リサイク

ルを実施しています。

日本においては、全国をカバーするリサイクルシステムを

構築。徹底したトレーサビリティとセキュリティを確保しなが

ら、高い資源再利用率を達成するなど、安心・安全なサービス

の提供を通じて、拡大生産者責任（EPR）を確実に実践してい

ます。海外拠点においても現地のリサイクルパートナー企業

と提携し、ICT製品のリサイクルを推進しています。

法人のお客様から回収したICT製品（事業系使用済みICT製

品）の処理量は5,016トン、資源再利用率90.9％でした。ま

た、個人のお客様の使用済みパソコンの回収台数は103,276
台でした。

引き続き、富士通リサイクルセンターにおける事業系ICT製

品の資源再利用率90％以上を維持するという目標達成に向

けて、国内外で取り組みを進めます。

富士通グループのリサイクル活動は、製品の設計・製造段階

だけでなく廃棄やリサイクルの段階まで生産者が責任を負う

という「拡大生産者責任（EPR）」の考え方、および自社の製品

に対して責任を負う「個別生産者責任（IPR）」の考え方に基づ

いています。富士通グループにとって、IPRはビジネスを全世界

に拡大するうえでの大きな挑戦ですが、EPRも含めてこれらへ

の対応を業界団体や各国政府と連携しながら進めることに

よって、すべての利害関係者の要件や要請を満たした資源循

環型の社会づくりに貢献できると考えています。

この認識の下、富士通グループは、各国の廃棄物処理やリサ

イクルの法規制に添ったリサイクル活動を推進しています。日

本では「資源有効利用促進法」に基づき、産業廃棄物広域認定

制度の認定業者である富士通が、国内各地の富士通リサイク

ルセンターで産業廃棄物の適正処理を受託しています。さら

に、回収が義務付けられていない国でもIPRの考えに添って、

可能な限りの回収、再利用、リサイクルを進めています。

富士通グループのアプローチ 2014年度の実績・成果

2015年度の目標・計画

世界各国でICT製品のリサイクルを推進

資源再利用率90％以上を達成

継続目標の達成を目指す
事業系使用済みICT製品の資源再利用率の推移

個人のお客様の使用済みICT製品の回収台数の推移

（注） 資源再利用率：使用済み製品の処理量に対する再生部品・再生資源の重量比率。

年度 2011 2012 2013 2014
資源再利用率（注）（%） 90.9 91.5 91.3 90.9
処理量（トン） 5,487 5,297 5,035 5,016

年度 2011 2012 2013 2014
使用済みパソコン回収
台数（台） 83,358 85,381 98,549 103,276

Fujitsu America, Inc.（米国）は、2007年から現地のリサイ

クル業者であるAnything ITとパートナーシップを組み、医療、

教育、流通、行政などのお客様から回収したノートパソコン、デ

スクトップパソコン、プリンター、サーバなど多様なICT製品の

処理を行っています。2014年4月には、過去8年間の累計処理

量が15万ポンド（約68トン）を達成しました。

Anything IT は、米環境保護庁（EPA）からイースチュワード

認証（注）を受けた優良リサイクル業者として、ISO14001に基

づき、ICT機器を適正に処理。分解済み原料は、埋め立て以外

の方法でリサイクルしています。

Fujitsu America, Inc.は、ICT機器の生産者としての責任を

認識し、Anything ITとのパートナーシップにより、ライフサイ

クル全体での環境配慮に取り組んでいます。
（注）イースチュワード認証：米国の環境活動団体であるBasel Action Network（BAN）が作

成したリサイクルに関する優良業者評価制度。

TOPICS 米国でのICT製品処理量が
15万ポンド（約68トン）突破

製品のリサイクル
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1935年創業当初の「自然と共生するものづくり」という考え方を原点とする富士通グループは、
FUJITSU Wayの企業指針に「社会に貢献し地球環境を守ります」と掲げています。
地球の持続可能性への貢献は富士通グループの社会的責任の1つであり、存在意義です。
幅広いステークホルダーの方々と協創関係を築き、バリューチェーン全体における環境保全に努めています。

P.45 環境経営
ISO14001に基づく環境マネジメントシステムの
継続的改善に努め、グループが一体となった
環境マネジメントを推進しています。

P.47 グリーン調達
お客様に環境負荷の少ない
製品・サービスを提供するために、
お取引先とともにグリーン調達を推進しています。

P.48 環境リスク最小化に
向けた取り組み

大気・水質・土壌などの環境汚染や生態系破壊の
リスクを最小化するため、法規制を超える厳しい
自主管理値を設けるなどの取り組みを継続しています。

P.49 社員への
環境教育・啓発活動

環境経営の推進には社員一人ひとりの
意識向上と取り組みが不可欠であると考え、
様々な環境教育・啓発を継続して実施しています。

P.50 社会との
コミュニケーション

お客様、社員、お取引先、株主・投資家、
国際社会・地域社会など、多様なステークホルダーの
皆様とのコミュニケーションに努めています。

外部機関からの評価
富士通グループが積極的に環境・社会活動を推進していることに対し、外部機関から
高い評価を受け、社会的責任投資（SRI）の銘柄に組み入れられています。

名称 ： Climate Performance Leadership Index (CPLI)
評価機関名： CDP

名称 ： UN Global Compact 100
評価機関名： 国連グローバル・コンパクト

名称 ： Dow Jones Sustainability Indexes (World, Asia Pacific)
評価機関名： ダウ・ジョーンズ社、RobecoSAM社

名称 ： FTSE4Good Index Series
評価機関名： FTSEインターナショナル社

名称 ： oekom Corporate Rating
評価機関名： oekom research社

名称 ： モーニングスター 社会的責任投資株価指数
評価機関名： モーニングスター株式会社

環境マネジメント
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富士通グループの環境経営に関する総合的な議論を行う

ため、社長を委員長とした「環境経営委員会」を設けていま

す。同委員会では、環境経営の高度化やガバナンスの強化に

向けて、中長期的な課題の検討や方針の策定、気候変動によ

る事業リスク・機会の共有や対応方法の検討などを実施して

います。それを受けて、富士通グループにおける環境経営の

最終的な意思決定が「経営会議」で行われ、取締役会に報告

されます。

環境経営委員会の配下には、環境課題別に、ビジネスグ

ループや本部の枠を越えた関係者で構成される「課題別委員

会」を組織しています。この推進体制によって、課題への取り

組みをグループ内に素早く浸透できるようにしています。

また、グリーンマネジメント委員会の配下に「環境マネジメ

ントWG（ワーキンググループ）」を設け、グローバルな情報伝

達の一元化および環境マネジメントシステム（EMS）活動の強

化を図っています。

富士通グループでは、国際規格ISO14001に基づくEMSを

構築し、グループが一体となった環境経営を推進しています。

グローバルでのEMS構築により、グループガバナンスの一層

の強化を実現し、環境活動状況の把握をはじめ、順法や緊急

事態への対応など、より効率的で実効性の高い環境経営を可

能にしています。

富士通グループは、2014年度末現在で、富士通および国内

グループ会社の合計77社、海外グループ会社10社が、

ISO14001グローバル統合認証を取得しています。非製造系

の海外連結子会社13社では、富士通グループ環境方針から

導いた共通基準に基づくEMSを構築・運用しており、グループ

全体で環境経営の体系を確立しています。

ISO14001に基づく環境マネジメントシステムの継続的改善に努

め、グループが一体となった環境マネジメントを推進しています。

環境経営推進体制

環境マネジメントシステムの構築・運用環境経営推進体制 （2015年3月現在）

環境マネジメントシステム運用状況

2012年度 2013年度 2014年度
内部監査 指摘件数 277 218 148
外部審査 指摘件数 6 3 5

改善の余地数 67 70 89
順法状況 法規制違反数 7 3 5

グリーンファクトリー
環境ソリューション
グリーンプロダクト
製品化学物質
先端グリーン R&D

グリーン調達
グリーン物流
グリーンマネジメント
グリーンデータセンター　

経営会議
（主宰：社長）

取締役会

グループ
環境管理
責任者

（環境本部長）

グループ内部環境監査責任者
（経営監査室長）

課題別委員会

ビジネスグループ

環境経営委員会
（委員長：社長）

グループ（国内） グループ（海外）

グループ会社

富士通

事業所（サイト）

ビジネス
ユニット
（ライン）

ビジネス
ユニット
（ライン） グループ会社

環境経営
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ISO14001認証維持のため、認証機関による外部審査を実

施しています。2014年度、国内では株式会社日本環境認証機

構（JACO）の、海外はDNV GL ビジネス・アシュアランス・ジャパ

ン株式会社の審査を受けました。

その結果、改善が推奨される事項は、国内89件、海外41件

ありました。なお、海外については軽微な不適合が5件ありま

した。これらについては2014年度末までにすべて是正を完了

しています。また、外部審査において指摘された内容はグ

ループ内で共有し、2015年度の内部監査で状況を確認する

予定です。

これら審査を実施し、両認証機関で判定された結果、

ISO14001の認証の更新が了承されました。

富士通グループでは、「環境ISO14001運用支援システム

（GMS（注））」を活用し、環境監査における指摘事項の改善状況

や順法の状況、コミュニケーション活動の状況、環境影響評価

による直接的・間接的影響とリスク・対策レベル、環境経営の目

的・目標の設定状況などの環境マネジメントシステムの運用

状況を一元管理しています。

これによって是正対策と目標管理を確実に実行することがで

き、活動の継続的な改善とリスク低減に効果を上げています。

2014年度、富士通グループでは重大な法規制違反や環

境に重大な影響を与える事故の発生はありませんでした

が、法規制違反が5件ありました。その内容は、「産業廃棄物

のマニフェストに関する違反」1件と「届出書類の不備」4件

でした。

指摘事項の水平展開や、産業廃棄物実務担当者を対象とし

た教育によって、法規制違反は低いレベルで推移しています

が、自己チェックをさらに徹底し、違反ゼロを目指します。ま

た、産業廃棄物については優良処理業者を選抜するととも

に、事務所系の事務処理での違反をなくすための仕組みの構

築を進めます。

外部審査の実施と結果内部監査の実施と結果 環境ISO14001運用支援システムの活用

環境に関する順法状況

富士通グループでは、ISO14001要求事項である内部監査

を実施しています。内部監査は、その客観性や独立性を確保

するために、経営監査室が中心となり、富士通およびグループ

会社から監査員を集めて内部監査を実施しています。

2014年度は、国内391か所・海外14か所の富士通およびグ

ループ会社の工場、オフィスなどを対象に実施しました。監査

にあたっては、2013年度の内部監査と外部審査の結果を精

査し、「①コンプライアンス、②運用管理、③教育・訓練、④独自

EMS運用組織」の4点に重点を置きました。指摘件数は2013
年度より70件少ない148件でした。指摘の割合（指摘件数/監

査数）も年々減少しており、環境マネジメントシステムが定着

してきたと考えています。

国内では、指摘内容の約40％を「法の順守」と「運用管理」

が占めており、前者は産業廃棄物関連、後者は化学物質関連

について多く指摘されました。

また、海外では、現地の法規制・運用を熟知している外部機

関の専門家の協力を受け、コンプライアンス強化を目的とし

た内部監査を実施しました。その結果、指摘内容については、

約40％を「法的及びその他の要求事項」、「運用管理」が占め

ました。

環境ISO14001運用支援システム

環境ISO活動組織

責 任 者

担 当 者

管理・統括部門

責 任 者

担 当 者
GMS

進捗管理
メール自動通知

環境影響評価
法的要求事項管理
目的目標　
マネジメントプログラム

目的目標設定
教育計画
監査計画

活動状況一元管理
自動集計・出力

Plan

目標達成　
達成状況管理

経営層による見直し
（継続的改善）

Action 活動組織管理
環境教育、訓練
コミュニケーション管理
文書管理

Do

環境記録管理
不適合是正管理
環境監査（内部監査）

Check

（注） GMS：Green Management Systemの略。

海外での内部監査の様子
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自主的な環境活動の実践レベル

レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
推
進

レベル2
富士通グループ独自のEMS（FJEMS）
またはお取引先独自のEMSの運用

レベル1
自主的な環境活動および
環境活動責任者の設定

ISO14001、エコステージ、
エコアクション21、KESなど

PDCAサイクルで運用する
環境保全活動レベル

レベル3
ISO14001などの
第三者認証取得

レベル3
ISO14001などの
第三者認証取得

富士通グループは、環境に配慮した部品・材料や製品の購

入に関して、お取引先にお願いする事項を「富士通グループグ

リーン調達基準」にまとめ、国内外のお取引先とともにグリー

ン調達活動を推進しています。お取引先には5つの要件（下

表）を求めており、これらの要件を満たすお取引先からの調達

を推進しています。

お取引先へは独自の「環境調査票」により、お取引先におけ

るEMS構築、CO2排出抑制/削減、生物多様性保全、水資源保全

活動などの実施状況を調査し、取り組みをお願いしています。

環境保全における重要課題であるCO2排出量削減について

も、お取引先へのグリーン調達の要件として掲げており、数値

目標などを設定したCO2排出削減・抑制活動の実施（P.37参

照）をお願いしています。

お取引先における環境負荷低減活動を継続的に実践して

いただくため、EMS（注1）の構築をお願いしています。EMS構築

レベル（下図）は「環境調査票」によって確認しています。回答

結果がレベル1のお取引先には希望により富士通グループ独

自のEMS（FJEMS（注2））を提供し、自律的なEMS活動の実施を

支援しています。
（注1）  EMS：環境マネジメントシステム（Environmental Management System）の略。
（注2）  FJEMS：ISO14001の要求事項を絞り込み、PDCAに沿った環境保全活動が根付くこと

を主眼とした富士通グループ独自のEMS。

お客様に環境負荷の少ない製品・サービスを提供するために、

お取引先とともにグリーン調達を推進しています。

グリーン調達基準に基づく調達活動

「CO2排出抑制／削減」への取り組み

環境マネジメントシステム（EMS）の構築

お取引先に求めるグリーン調達の要件

グリーン調達におけるEMS構築

要件 部材系の
お取引先（注）

部材系以外の
お取引先

① 環境マネジメントシステム（EMS）
の構築 ○ ○

② 富士通グループ指定化学物質の
規制遵守 ○ ̶

③ 製品含有化学物質管理システム
（CMS）の構築 ○ ̶

④ CO2排出抑制/削減の取り組み ○ ○
⑤ 生物多様性保全の取り組み ○ ○
（注） 部材系のお取引先：富士通グループ製品の構成部材またはOEM/ODM製品等を納入す

るお取引先。

富士通グループでは J AMP（注3）が提供するAIS（注4）/

MSDSplus（注5）による含有化学物質情報の調査を実施してい

ます。調査は、製品設計時、設計変更時、取引先変更時に行

い、収集した情報は、社内システムにより富士通グループ内で

共有しています。含有化学物質管理はバリューチェーン全体

で取り組む必要があることから、今後は1次お取引先からさら

に上流のお取引先への働きかけも実施していく予定です。

また、JAMPなどの業界団体が推進するグリーン調達関連

調査の標準化活動にも積極的に参画し、調査の効率化を推進

しています。

含有化学物質情報の入手

（注3）  JAMP：アーティクルマネジメント推進協議会（Joint Article Management Promotion-
consortium）の略。

（注4）  AIS：成形品に含まれる化学物質情報伝達シート（Article Information Sheet）。
（注5）  MSDSplus：化学物質・調剤に含まれる化学物質情報を伝達するための情報伝達シート

（Material Safety Data Sheet plus）。

富士通グループでは、含有化学物質に関する法規制遵守を

確実にするため、JAMPの「製品含有化学物質管理ガイドライ

ン」に基づくCMS（注6）の構築をお取引先にお願いしています。

また、CMSの適切な構築および運用状況を確認するため、

CMS監査を実施しています。具体的には、当社監査員がお取

引先の製造拠点で化学物質の管理状況を直接確認し、体制

構築が不十分な場合は、是正の要請と構築の支援を行ってい

ます。体制構築後も定期監査により、構築状況、運用状況を継

続的に確認しています。
（注6）  CMS：化学物質管理システム（Chemical substances Management System）の略。

製品含有化学物質管理システム（CMS）の構築

グリーン調達
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富士通グループはバリューチェーン全体において、環境汚

染の発生防止や環境保全に努めています。万一の発生時に

備えて環境リスクに関する事故・緊急事態への対応を定めた

関連規定の整備や、それらを適切に実践するための社員教育

を実施しています。

また、近年の気候変動による自然災害の発生頻度・影響度

増大は事業継続に大きな影響を与えるおそれがあります。事

業継続計画を策定し、その継続的な見直しと改善により事

業継続性の強化を図っています。

大気汚染の防止や酸性雨の抑制のため、関連法律・条例な

どの排出基準よりも厳しい自主管理値を設定し、定期的な測

定監視を実施しています。また、ばい煙発生施設の燃焼管理

や硫黄分の少ない燃料の使用、排ガス処理設備の運転管理

などによって、ばいじん、SOx、NOx、有害物質の適正処理およ

び排出削減に努めています。VOCなどを含む有機溶剤の排ガ

スについては、活性炭による吸着処理装置を導入し、大気へ

の排出を抑える施策も実施しています。

なお、2000年1月までに社内における焼却設備の使用を停

止（焼却炉全廃）し、ダイオキシンの発生を防止しています。

周辺水域（河川・地下水・下水道）における水質保全のため、

関連法律・条例などの排水基準よりも厳しい自主管理値を設

定し、定期的な測定監視を実施しています。また、製造工程で

使用した薬品は排水に流さずに個別に回収・再資源化してい

るほか、薬品類の使用適正化や漏えい浸透の防止、排水処理

設備・浄化槽の適正管理などによって、有害物質やその他の

規制項目（COD・BODほか）の適正管理および排出削減に努め

ています。

環境汚染や生態系破壊のリスクを最小化するため、法規制を超え

る厳しい自主管理値を設けるなどの取り組みを継続しています。

バリューチェーン全体での
環境汚染防止・気候変動リスクへの備え

大気汚染防止への取り組み

水質汚濁防止への取り組み

富士通グループでは、「土壌・地下水の調査、対策、公開に関

する規定」を定め、法改正や社会情勢に合わせて適宜見直し

ています。土壌・地下水は規定に基づき計画的に調査し、汚染

が確認された場合は、事業所ごとの状況に応じた浄化・対策を

実施するとともに、行政と連携して情報公開を行っています。

過去の事業活動に起因して土壌・地下水汚染が確認されて

いる事業所は、2014年度現在で7事業所です。それらの事業

所では、揚水曝気等による浄化対策と合わせて、地下水の汚

染による敷地外への影響を監視するための観測井戸を設置

し、監視を行っています（P.56参照）。

土壌・地下水汚染防止

有害な化学物質の使用による自然環境の汚染と健康被害

を防ぐため、独自の化学物質管理システム「FACE」を活用して

約1,300種の化学物質を管理し、各事業所において適正管理

や排出量削減に取り組んでいます（P.40参照）。

一方、製品に含有される化学物質についても、国内外の規

制に基づいて含有禁止物質を定め、グループ内はもとより部

材や製品を納入いただくお取引先も含めて、管理の徹底を

図っています（P.47参照）。

富士通グループは「事業活動が生物多様性からの恵みを受

け、また影響を与えている」との認識の下、生物多様性の保全

を重要な課題の1つと捉えています。2009年10月に「富士通

グループ生物多様性行動指針」を策定し、「自らの事業活動に

おける生物多様性への影響低減」、「生物多様性保全を実現

する社会づくりへの貢献」を2本柱として推進しています。

事業所においては、周辺の自然環境との調和に努め、敷地内

で生物多様性保全を推進。富士通沼津工場（静岡県）では、中長

期の緑地計画を定め、植樹や剪定などの管理を通じて、多くの

動植物が棲息する良好な環境を形成しています。この地道で継

続的な緑化活動が評価され、沼津工場は2014年4月、公益財団

法人都市緑化機構より「みどりの社会貢献賞」を受賞しました。

化学物質の管理

生物多様性の保全

廃棄物処理を委託している業者が適正に処理しているか

確認するために、現地監査を定期的に実施しています。

また、高濃度ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物（トランス、コ

ンデンサー）の処理については、国の監督の下でPCB廃棄物

処理を実施している中間貯蔵・環境安全事業株式会社

（JESCO）に事前登録しており、JESCOの計画に基づいて確実に

処理をしています。

廃棄物の適正処理

環境リスク最小化に向けた取り組み
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環境e-Learning （1回/3年）

部門別教育（随時）

講演会、セミナー、研修会など

環境貢献賞・フォトコンテスト

Web、SNSによる情報提供

内部監査員教育

廃棄物実務担当者教育

新入社員

一般教育

啓発

専門教育
（該当者のみ受講）

一般社員 幹部社員 経営層

階層別教育  階層別教育（新任）

富士通グループでは、3年に1回、全社員を対象に環境

e-Learningを実施し、環境経営に関する基本的な理解を促し

ています。また、新入社員教育、幹部社員教育といった階層別

教育のほか、設計開発、営業・SEなど部門に応じた教育も実施

しています。さらに、環境業務を担当する社員に対しては、内

部監査員教育や廃棄物実務担当者教育などの専門教育を実

施しています。

富士通グループでは、社員の環境意識の向上を図るため、

グループ全組織と全社員を対象に、環境に貢献しているビジ

ネスや活動を表彰する「環境貢献賞」と、環境の意識啓発につ

ながる「環境フォトコンテスト」を1995年から毎年継続して実

施しています。

2014年度の活動に関する環境貢献賞では、「製品・ソリュー

ション・サービスの提供によるお客様・社会への環境貢献」、

「社内の環境負荷低減」、「社会貢献活動」の3つの分野で多

数の応募があり、「ベトナム・インドネシアにおける住民参加型

災害情報共有システム」など3件が「環境大賞」として表彰さ

れました。

環境フォトコンテストには世界中の富士通グループ社員か

ら470作品が集まりました。このコンテストは作品の応募や投

票を通して、社員がグローバルな視野で環境問題を考える

きっかけとなっています。

また、営業・SEを対象に、ICTによるお客様の環境負荷低減

の推進を目的とした「環境特別表彰」制度を2008年度から実

施し、顕著な活動を行った組織を表彰しています。

1． ベトナム･インドネシアにおける住民参加型災害情報共有システム
ベトナム･インドネシア両国で課題となっている洪水対策として、河
川管理員、住民などのスマートフォンから情報収集・情報共有する住
民参加型災害情報共有システムを提供。（P.21参照）

2． 部品リワーク技術適用による製品廃棄コスト低減
技術的に困難な高密度実装の不良部品交換を、新規開発した複合
加熱技術により局所的な部品交換（リワーク）を実現。携帯電話対応
のリワーク技術および高多層基板対応のリワーク技術に応用して
製品適用を実施。（P.42参照）

3． 環境社会貢献～阿蘇の大自然の中で楽しもう～
阿蘇の水源涵養機能の向上と生態系保全を目指し、広葉樹15,000
本の植林と下草刈りなどのメンテナンス活動を実施。12年間活動を
継続、毎回、総勢約160名規模での活動を実施。

環境経営の推進には社員一人ひとりの意識向上と取り組みが不

可欠であると考え、様々な環境教育・啓発を継続して実施してい

ます。

包括的な環境教育の実施

社内表彰制度を通じた意識啓発 「環境大賞」受賞案件

環境フォトコンテスト最優秀賞作品「Lifecycle」
環境教育体系

社員への環境教育・啓発活動
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富士通グループは、社会の変化やニーズを反映した環境経

営を推進していくために、幅広いステークホルダーの皆様と

対話する機会を多く持ち、確かな信頼関係を築いていくこと

が重要であると考えています。

その一環として、環境ダイアログを2011年度より開始。

2014年度末までに計20回開催し、NPO、大学、企業、ジャーナ

リストなどの多様な分野から40名以上の有識者の方々をお

招きして「環境」を軸とする多様なテーマで対話を重ねていま

す。対話を通して富士通グループに対する期待や要請を理解

し、環境経営の改善や強化につなげています。

雇用不足に起因する都市部への若者の人口流出や出生率

低下による過疎化・少子化・高齢化。一方で、人口集中による大

気汚染やヒートアイランド現象といった都市部ならではの問

題。これらの多くは人口、産業構造、立地場所などの地域特性

に依存しています。そこで、地域活性化におけるICTの可能性

と貢献について、第5回の環境ダイアログの中で自治体や専

門家の方々と意見交換を行いました。

富士通グループでは、環境・経済・社会のカテゴリーで地域

の属性や特性を把握し、総合的に自治体の価値を見える化す

お客様、社員、お取引先、株主・投資家、国際社会・地域社会など、

多様なステークホルダーの皆様とのコミュニケーションに努めて

います。

有識者との対話「環境ダイアログ」

地域創生へのICTの貢献を議論

対話からフィールドへ

［第1回］  途上国の食糧問題に対するICTの貢献の可能性

［第2回］  富士通のマテリアリティ

［第3回］  メディアとの対話

［第4回］  水資源の有効利用と貢献

［第5回］  ソーシャルデザイン

［第6回］  気候変動への適応（農業分野）

2014年度のテーマ

る評価ツール「EvaCva（エヴァシーヴァ）」を開発し、オープン

データとして提供しています。そのことから「地域資源の把握

と最大限の活用」や「地域の新たな価値創造」へと話題が広が

りました。

「地域資源を見える化し課題を抽出することで、それに見合

う対策が打てる」、「良い情報を開示しても、活用してくれる人

が増えない限り『こういうことをやっているのだね』で終わっ

てしまう、“活用”と“周知”は別の問題」、「データを見える化し

たり、共感してもらう工夫も必要」といったご意見が挙がりま

した。これらを参考にしながら、システムの精度を高めるとと

もに、ICTの力を活かし社会課題の解決に取り組むことの重要

性を再確認しました。

2013年度環境ダイアログでの地球温暖化適応策に関する

意見交換をきっかけに、コラボレーションが生まれています。

ダイアログに参加いただいた竹村 真一様（京都造形芸術

大学 教授）がプロデュースする夏休みイベント『地球ワンダー

ミュージアム――生きた地球の姿を「見える化」するICTの力』

に富士通が協賛・企画協力。東京・大手町で2014年7月～8月

にワークショップやトークイベントを開催し、1,000人を超える

方々に来場いただきました。

ワークショップでは子どもたちにリアルな地球環境を見て

もらうなど、地球環境課題の解決に向けたICTの取り組みや可

能性を知っていただく大きな機会となりました。

ワークショップの様子
EvaCvaのWeb画面
http://evacva.net/　

社会とのコミュニケーション
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富士通グループは、国内外の外部団体に積極的に参加する

ことで、持続可能な社会の実現に向けたグリーンICTの普及や

活用の推進に取り組んでいます。

持続可能な社会やグリーンICTの普及拡大に
向けた外部団体との連携

主な参画組織

WBCSD（持続可能な発展のための世界経済人会議） ：
交通・運輸領域の評価指標の検討や
各種ソリューションの具現化を推進

グローバル・eサステナビリティ・イニシアティブ （GeSI） ：
ICTがサステナビリティにもたらす可能性について
包括的な分析を行ったレポート「SMARTer2030」に貢献

ITU-Tの「ICTと気候変動グループ（SG5 WP3）」：
グリーンICTの普及拡大

ISO TC286 SC1 （Smart Urban Infrastructure Metrics）：
スマートコミュニティにおけるインフラ評価方法構築や
ICT役割明確化を推進

「GHGプロトコル製品ライフサイクルの算定及び 
報告基準（ICTセクターガイダンス）」の運営委員会：
ICTライフサイクルの環境影響を評価

データセンターの評価指標に関する日米欧の国際協調会議：
データセンターの環境配慮の促進

Uptime Institute Network：
データセンターのパフォーマンスや
効率性の向上に向けた調査や会議への参加

JEITAグリーンIT委員会：
製品・サービスの貢献量評価手法の確立に貢献

ファシリテーターの声

今年度も様々なテーマを取り上げ、社会との対話を着実に

進めていることを高く評価します。「やっている」ことを示すた

めではない、実質のある継続的な対話は、富士通にとっても社

会にとっても大事な財産です。

こうした対話から、社会の見る目や重視することを直接的に

感じ取り、PDCAサイクルに乗せて改善してきたこともあり、富

士通の環境経営の体制や実績については、有識者が最大級の

称賛を送るほど、良い成果を上げてきています。

対話を重ねることのもう1つのメリットは、「良いこと」「簡単

に取り組めること」だけではなく、「すぐには難しいかもしれない

が重要なこと」へと、意識も対話自体も深化していくことです。

これまでのダイアログを通して、様々な有識者との関係性も

深まり、具体的なコラボレーションもいくつも見られます。今後

さらに、「一緒に社会課題を解決する」ためのステップを増や

し、市民や若者との対話も進めていけたらと思っています。さ

らなる対話の進化・深化に大いに期待

しています。

幸せ経済社会研究所 所長

枝廣 淳子 氏

富士通グループは国内外の展示会やイベントを通じて、お

客様や地域住民の皆様に対し、地球環境課題の解決に向けた

富士通グループの取り組みに関する情報を紹介しています。

展示会・イベントを通したコミュニケーション

●  ITU Green Standard Week
 中国・北京市／2014年9月
●  エコプロダクツ2014
 東京／2014年12月
●  川崎国際環境技術展
 神奈川／2015年2月

2014年度に出展した主な展示会・イベント

2015年6月、GeSI（グローバル・eサステナビリティ・イニシア

ティブ）は「SMARTer2030 Report –ICT Solutions for 21st 

Century Challenges-」を発行しました。本レポートでは、ICTは世

界の温室効果ガス排出量を2030年までに20%削減でき、11兆ド

ルの経済効果をもたらすという試算結果を載せているほか、ICT
がサステナビリティにどのように貢献できるのかを示したケース

スタディを数多く掲載。富士通はゴールドスポンサーとしてレ

ポート作成に参画し、エネルギー、農業、製造に関するソリュー

ション事例も紹介されています。

富士通は今後も、ICTの貢献可

能性が現実のものとなるよう、ソ

リューション提供や利活用を推進

していきます。

TOPICS GeSIのレポート「SMARTer2030」発行に
ゴールドスポンサーとして参画

エコプロダクツ2014の富士通グループ
展示ブース

富士通社員（中央）が登壇した、ドイツ・
ボンでのレポート発行イベントの様子
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P.53 環境会計／環境債務

P.54 事業活動における環境負荷

P.55 GHGプロトコルスタンダードに基づく
温室効果ガス排出量の報告

P.56 補足データ

P.57 環境パフォーマンスデータ算定基準

P.60 環境活動に関する
報告対象組織の一覧表

P.62 第三者審査

P.64 GRIガイドライン対照表

データ編
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環境会計 環境債務

項目 主な範囲
コスト（億円）

経済効果（億円）
設備投資 費用

事業
エリア内

公害防止コスト・効果 大気汚染防止、水質汚濁防止等 3.2（-17.1） 47.7  （+1.4） 67.6   （-0.5）

地球環境保全コスト・効果 地球温暖化防止、省エネルギー等 6.6  （+1.1） 28.6   （-3.2） 19.2  （+0.3）

資源循環コスト･効果 廃棄物処理、資源の効率的利用等 0.6  （+0.6） 24.0   （-0.9） 111.1 （-15.2）

上・下流コスト・効果 製品の回収・リサイクル・再商品化等 0.2   （-0.0） 8.3   （-0.1） 5.2  （+0.5）

管理活動コスト・効果 環境マネジメントシステムの整備・運用、
社員への環境教育等 0.2  （+0.0） 26.6   （-4.6） 3.8   （-2.3）

研究開発コスト・効果 環境保全に寄与する製品・ソリューションの
研究開発等 0.2   （-1.6） 379.1（+72.7） 655.1（+96.5）

社会活動コスト 環境保全を行う団体に対する寄付・支援等 0.0   （-0.0） 0.4  （+0.1） －

環境損傷対応コスト・効果 土壌・地下水汚染に関わる修復等 0.2   （-0.3） 0.7   （-5.1） 0.0  （+0.0）

合計 11.2（-17.3） 515.4（+60.4） 862.1（+79.2）

※（　）内は前年度比。四捨五入の関係で、内訳と合計は一致しないことがあります。"0.0" と表示されている項目には、表示単位未満の値を含む場合もあります。

2014年度の集計の結果、費用が515億円（前年度比13％

増）、経済効果が862億円（同10％増）と、費用・経済効果とも

に増加となりました。また、設備投資は11億円（同61％減）と

なっています。

お客様・社会の環境保全に寄与する製品・ソリューションの

研究開発を推進した結果、研究開発費用と経済効果の大き

な伸びにつながりました（経済効果の算出は当社独自の推定

方法）。

2014年度のコストと経済効果

2014年度実績の内訳（設備投資・費用・経済効果）

費用と経済効果の推移
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727

135

費用 実質的効果 推定的効果

富士通グループは、将来見込まれる環境面の負債を適正に

評価するとともに、負債を先送りしない企業姿勢や会社の健

全性を理解いただくために、2014年度末までに把握している

「次期以降に必要となる国内富士通グループの土壌汚染浄

化費用および高濃度PCB廃棄物の廃棄処理費用、施設解体

時のアスベスト処理費用」102.3億円を、負債として計上して

います。

環境に関する債務
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富士通グループが管理可能な範囲 富士通グループの影響範囲内

使用

物流・販売

物流・販売

INPUT OUTPUT

INPUT

OUTPUT

原材料
金属 2.1万トン
プラスチック 1.1万トン
その他 1.8万トン

化学物質（注）
VOC 0.13万トン
PRTR 1.00万トン

水
合計 1,660万㎥

エネルギー
合計 1,878万GJ
購入電力 1,714GWh
重油、灯油など 9,228kL
LPG、LNG 3,837トン
天然ガス、都市ガス 3,066万㎥
地域熱供給（冷暖房用） 4.3万GJ

エネルギー
燃料（軽油・ガソリン他） 175万GJ

原材料
CO2排出量 117万トン‐CO2

化学物質（注）
VOC 230トン
PRTR 10トン

大気排出
温室効果ガス排出量合計 89.7万トン

CO2 80.4万トン‐CO2

CO2以外の温室効果ガス
（PFC、HFC、SF6など） 9.3万トン
NOx 127トン
SOx 112トン

排水
合計 1,548万㎥

BOD 349トン
COD 192トン

廃棄物
廃棄物発生量 2.23万トン
サーマルリサイクル 0.47万トン
マテリアルリサイクル 1.61万トン
廃棄物処理量 0.14万トン

設計・調達・製造・開発 設計・調達・製造・開発

再利用・
再資源化

回収

（注）化学物質：PRTR対象物質とVOCの重複する物質についてはVOCに含める。

富士通

設計　調達　製造・開発

お取引先

輸送 輸送

エネルギー、
原材料、
水、化学物質

B
原材料

A A・B E・F

C

再資源化I

大気排出
CO2  12万トン‐CO2

G

使用H
資源再利用率 94.3%

処理量 5,016トン

エネルギー
電力 9,345GWh
 （9,186万GJ）

D

エネルギー

C
エネルギー

D

GHG、廃棄物、
水、化学物質

CO2 CO2

F
CO2

E G H

大気排出
CO2 518万トン‐CO2

2014年度の実績

使用済み
製品

I

お客様

環境負荷の全体像を数値で把握し、環境に配慮した事業活動を推進しています。

事業活動における環境負荷
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素材調達

上流 下流自社

自社発注輸送 バリューチェーン輸送

輸送・配送（下流）
算定対象外

算定対象外

当社事業は非該当

当社事業は非該当

当社事業は非該当

算定対象
算定対象外

SCOPE 1

化石燃料の燃焼など

SCOPE 2

直接排出

エネルギー起源の
間接排出
購入電力の使用
購入スチームの使用など

販売した製品の加工

販売した製品の
使用製品消費電力

販売した製品の
廃棄パソコンリサイクル他

リース資産（下流）

投資

フランチャイズ

購入した製品・
サービス素材・部品など

廃棄生産

SCOPE 3 SCOPE 3SCOPE 1&2

燃料および
エネルギー関連
スコープ1,2以外

当社事業は非該当

資本財
建屋の建設

輸送・配送（上流）
製品配送など

事業から出る
廃棄物産廃処理など

出張
交通機関利用

雇用者の通勤

リース資産（上流）
建屋の使用

5,177
千トン

2,415
千トン

1千トン

8千トン

81千トン

9千トン

70千トン

129
千トン

197
千トン

700
千トン 直接排出

197

（千tCO2e）
排出量

SCOPE 1

2,947
上流
SCOPE 3

間接排出

700
SCOPE 2

5,178
下流
SCOPE 3

OIL

119
千トン

116
千トン

GHGプロトコルスタンダードに基づく温室効果ガス排出量の報告
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事業所名
（所在地） 浄化・対策状況

観測井戸最大値（mg/L） 規制値
（mg/L）物質名 測定値

川崎工場
（神奈川県川崎市）

VOCの揚水曝気による
浄化を継続中 シス-1,2-ジクロロエチレン 4.4 0.04

小山工場
（栃木県小山市）

VOCの揚水曝気等による
浄化を継続中

シス-1,2-ジクロロエチレン 6.135 0.04

トリクロロエチレン 0.17 0.03

長野工場
（長野県長野市）

VOCの揚水曝気による
浄化を継続中 シス-1,2-ジクロロエチレン 0.06 0.04

須坂工場
（長野県須坂市）

遮水壁の構築および揚水
処理による浄化継続中 ポリ塩化ビフェニル 0.0030 検出され

ないこと

富士通オプティカル
コンポーネンツ
（栃木県小山市）

VOCの揚水曝気による
浄化を継続中

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.133 0.04

トリクロロエチレン 0.263 0.03

FDK山陽工場
（山口県山陽小野田市）

VOCの揚水曝気による
浄化を継続中 トリクロロエチレン 0.062 0.03

FDKエナジー
（旧FDK鷲津工場）
（静岡県湖西市）

VOCの揚水曝気による
浄化を継続中

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.25 0.04

トリクロロエチレン 0.27 0.03

テトラクロロエチレン 0.03 0.01

地下水汚染が確認されている事業所

カテゴリー区分 エネルギー使用量
合計 1,878万GJ（395.10J/億円）

Scope1 189万GJ

Scope2 1,689万GJ

エネルギー使用量（Scope1,Scope2別）

苦情内容 件数 対応
騒音 2件 防音対策の実施、近隣住民の方にご説明

排水処理 1件 管轄行政と調査し、工場排水に問題がないことを確認

環境苦情への対応（2014年度）

社名 富士通株式会社 （FUJITSU LIMITED）

所在地 本店　 
 〒211-8588 神奈川県川崎市中原区上小田中4-1-1

 本社事務所  
 〒105-7123 東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンター

代表者 代表取締役社長 田中 達也

設立 1935年6月20日

事業内容  通信システム、情報処理システムおよび電子デバイスの製造・販売 
ならびにこれらに関するサービスの提供

資本金 3,246億円

売上高 単独：2兆588億3,400万円　連結：4兆7,532億1,000万円（2014年度）

従業員数 15万9,000名（2015年3月末現在） 

取締役員数 12名

セグメント別売上高（2014年度）

富士通グループ概要

テクノロジー
ソリューション

65.8%

その他
1.1%

21.2%

11.9%

デバイス
ソリューション

ユビキタス
ソリューション

補足データ
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環境パフォーマンスデータ算定基準

目標項目 指標 単位 算出方法
お客様や社会の温室
効果ガス排出量の削
減に累計3,800万トン
以上貢献する。

ICTの提供による温
室効果ガス（GHG）
排出量の削減

トン
環境貢献ソリューションとして認定した約300の事例から、売上高当
たりのCO2e削減量原単位を求め、その原単位とソリューションのカテ
ゴリー別年間売上高より、年間削減量を算出。

新製品の50％以上を
エネルギー効率トップ
レベルにする。

新製品のなかでエ
ネルギー効率トップ
レベルである製品が
占める割合

％

新規に開発が見込まれる製品シリーズ数に対するエネルギー効率
トップレベル*1 製品の占める割合。
*1 エネルギー効率トップレベル：エネルギー効率においてトップランナー
製品（世界初、業界初、世界最高、業界最高など）をはじめとした、市場の上
位25％以上に相当するような基準を満たす製品。

新製品の資源効率を
2011年度比35％以
上向上する。

新製品の資源効率
の向上率 ％

製品*1の資源効率の向上率（2011年度比）の平均値
*1  2013～2015年度に新規開発する富士通ブランドのハード製品
 ただし、自ら設計しない製品（OEM製品）、および、顧客仕様製品を除く
※資源効率の算出方法は「製品の資源効率向上」を参照

社員が社会とともに取
り組む社会貢献活動
を支援する。

社員の活動時間 時間
総活動時間＝Σ参加者*1 ×活動時間
*1  富士通グループ主催のイベントの場合は、参加者に社員の家族やス
テークホルダーも含める

Chapter I 社会への貢献 （第7期富士通グループ環境行動計画“社会への貢献”）

対象期間： 2014年4月1日～2015年3月31日
集計範囲： 富士通および富士通グループ（詳細は「環境活動に関する報告対象組織の一覧表」参照）

目標項目 指標 単位 算出方法

事業所における温室
効果ガス排出量を
1990年度比20％以
上削減する。

温室効果ガス
排出量

トン
-CO2

CO2排出量：
Σ〔 （電力、燃料油、ガス、地域熱供給の年間使用量）×エネルギー毎
のCO2換算係数*1 〕
*1  CO2換算係数：環境省「平成14年度 温室効果ガス排出量算定方法検討会
  エネルギー・工業プロセス分科会報告書（燃料）」他による
  電力の換算係数は、2002年度以降 0.407トン-CO2/MWh（固定）を使用
  地域熱供給の換算係数は、0.061トン-CO2/GJを使用

CO2以外の温室効果ガス排出量：
半導体3工場（三重富士通セミコンダクター（株）、会津富士通セミコ
ンダクターウェハーソリューション（株）および会津富士通セミコンダ
クターマニュファクチャリング（株））における、HFC類、PFC類、SF6、
NF3の年間排出量
Σ〔 各ガスの年間排出量*1 ×ガス毎の温暖化係数*2 〕
*1  電機・電子業界の算定式に基づく： 各ガスの使用量（購入量）×反応消
費率×除去効率など

*2  温暖化係数（GWP）：IPCC（気候変動に関する政府間パネル）「2001年 
第三次評価報告書」

温室効果ガス
総排出量の削減率 ％削減 （1990年度温室効果ガス総排出量-当該年度温室効果ガス総排出

量）/1990年度温室効果ガス総排出量×100

目標項目 指標 単位 算出方法

事業所におけるエネ
ルギー消費原単位を
年平均1％以上改善
する。

エネルギー消費
原単位改善率 ％

事業所毎のエネルギー原単位の前年度比改善率を、対象事業所全
体におけるエネルギー使用量の割合で加重平均し、その値を合計し
て全体の改善率を算出
Σ〔 事業所毎の前年度比原単位改善率％ × エネルギー使用量の割
合wt％ 〕
対象事業所：日本（省エネ法におけるエネルギー管理指定工場）、イギ
リス・オーストラリアのオフィス

輸送における売上高
当たりのCO2排出量
を2013年度比年平均
1％以上削減する。

輸送における売上高
当たりのCO2排出量

トン
/億円 輸送CO2排出量/売上高（億円）

2013年度比のCO2排
出量削減率 ％削減 （2013年度売上高当たりの輸送CO2排出量-2014年度売上高当たり

の輸送CO2排出量）/2013年度売上高当たりの輸送CO2排出量×100

すべての領域のお取
引先にCO2排出量削
減の取り組みを拡大
する。

取り組みステージ2
（数値目標などを持っ
たCO2削減・抑制活動
の実施）以上のお取
引先の比率

％ 主要なお取引先全体に占める、ステージ2以上の取り組み実施中の
お取引先の比率

再生可能エネルギー
の発電容量および外
部からの購入を拡大
する。

太陽光発電設備の
導入量 kW 事業所へ導入した太陽光発電設備の定格容量の合計値

グリーン電力
購入量 kWh 富士通フォーラムや株主総会などの展示会・イベントにおける「グ

リーン電力証書」の購入量

水の再利用や節水な
ど、水資源の有効利
用を継続する。

水使用量 m3 上水、工業用水、地下水の年間使用量（融雪用の地下水および浄化
対策で揚水した地下水は含めない）

循環水量 m3 製造工程などで一度使用した水を回収・処理し、再度製造工程などで
利用する水の年間利用量

化学物質の排出量を
2009～2011年度の
平均以下に抑制する。
（PRTR：21t、VOC：
258t）

VOC排出抑制対象
物質の排出量 トン

電気・電子4団体（注1）の環境自主行動計画にて定めたVOC（揮発性有
機化合物）20物質のうち、国内事業所毎の年間取扱量が100kg以上
の物質の排出量合計値

PRTR対象物質
排出量 トン

PRTR法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善
の促進に関する法律）対象物質のうち、国内事業所毎の年間取扱量
が100kg以上の物質の排出量合計値

廃棄物の発生量を
2007～2011年度の
平均以下に抑制する。
（廃棄物発生量：
31,134t）

廃棄物発生量 トン 工場・事業所において発生した産業廃棄物量と一般廃棄物量（サーマ
ルリサイクル量+マテリアルリサイクル量+廃棄物処分量）の合計値

有効利用率
（国内のみ） ％ （有効利用量（サーマルリサイクル・マテリアルリサイクル）/廃棄物発

生量）×100

富士通リサイクルセ
ンターにおける事業
系 ICT製品の資源再
利用率90％以上を継
続する。

事業系ICT製品の
資源再利用率 ％

一般社団法人電子情報技術産業協会によって示された算定方法に
基づく、日本国内での使用済み製品の処理量に対する再生部品・再
生資源の重量比率。ただし、使用済みの電子機器製品以外の回収廃
棄物は除く

（注1）  電気・電子4団体：一般社団法人日本電機工業会（JEMA）、一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）、一般社団法人情報通信ネット
ワーク産業協会（CIAJ）、一般社団法人ビジネス機械・情報システム産業協会（JBMIA）。

Chapter II 自らの事業活動（第7期富士通グループ環境行動計画“自らの事業活動”“継続管理目標”）
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指標 単位 算出方法

環境に関する債務額 円
①資産除去債務（施設廃止時のアスベスト除去費のみ）
②土壌汚染対策費用
③高濃度PCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の廃棄処理費用

環境債務

指標 単位 算出方法
地下水汚染の測定値 mg/L 過去の事業活動を要因として、敷地境界の観測井戸で当該年度に土壌汚染対策法等を超える測定値が確認された物質の最大値

補足データ

指標 単位 算出方法

上流
（Scope3）

購入した製品・サービス トン 年度内の部材の調達量×調達量当たりの排出原単位（出典：国立研究開発法人国立環境研究所 地球環境研究センターの産業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID））

資本財 トン 資本財の価格×価格当たりの排出原単位（出典：国立研究開発法人国立環境研究所 地球環境研究センターの産業連関表による環境負荷原単位データブック（3EID））

スコープ1，2に含まれない燃料および
エネルギー関連 トン 主に自社が所有する事業所において購入（消費）した、燃料油・ガス、電気・熱の年間量×排出原単位（出典：環境省・経済産業省 サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイ

ドラインおよびカーボンフットプリントコミュニケーションプログラム基本データベースVer.1）

輸送・配送（上流）
トン

国内輸送：富士通グループを荷主とする国内輸送に関わるCO2排出量。
「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（省エネ法）に基づく富士通グループを荷主とする国内輸送に関わるCO2排出量。
燃費法（一部車両）および改良トンキロ法（車両、鉄道、航空、船舶）。

トン 国際輸送/海外域内輸送：輸送トンキロ×排出原単位（出典：GHGプロトコル排出係数データベース）

事業から出る廃棄物 トン 主に自社が所有する事業所が排出した廃棄物種類・処理方法別の年間処理・リサイクル量×年間処理・リサイクル量当たりの排出原単位（出典：環境省・経済産業省 サプライチェーンを通じた温室効
果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン）

出張 トン （移動手段別）Σ（交通費支給額×排出原単位） （出典：環境省・経済産業省 サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインVer2.1および排出原単位ベース Ver2.1）

雇用者の通勤 トン
公共交通機関利用分については、（移動手段別）Σ（交通費支給額×排出原単位） （出典：同上）
自家用車利用分については、Σ（輸送人・キロ×排出原単位）
輸送人・キロは、交通費支給額・ガソリン価格および燃費から算出

リース資産（上流） トン 日本国内の賃借事業所における、燃料油・ガス、電気・熱の年間消費量×燃料油・ガス、電気・熱消費量当たりの排出原単位（出典：地球温暖化対策の推進に関する法律－温室効果ガス排出量算定・報
告・公表制度）

自社
（Scope1,2）

直接排出 トン 主に自社が所有する事業所における、燃料油・ガスの消費（燃焼）によるCO2排出量、およびCO2以外の温室効果ガス排出量の合計
※算出方法は第7期環境行動計画「事業所における温室効果ガス排出量（CO2排出量）」を参照

エネルギー起源の間接排出 トン 主に自社が所有する事業所における、電気・熱の消費（購入）によるCO2排出量
※算出方法は第7期環境行動計画「事業所における温室効果ガス排出量（CO2以外の温室効果ガス排出量）」を参照

下流
（Scope3）

販売した製品の使用 トン
製品使用時の電力消費量×電力当たりの排出原単位　（出典：経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部,“電力需給の概要” 平成21～25年度の日本平均値）
製品使用時の電力消費量は、各製品1台当たりの想定使用時間における使用電力量×対象年度出荷台数にて算出。各製品1台当たりの想定使用時間における使用電力量は、消費電力（kW）×使用
時間（h）/日×使用日数/年×使用年で算出。この内使用時間（h）、使用日数/年、使用年は社内独自シナリオで設定。

販売した製品の廃棄 トン （販売した全製品の重量/弊社リサイクルセンターの年間処理量）×弊社リサイクルセンターの年間電力使用量×電力当たりの排出原単位（出典：経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部,
“電力需給の概要” 平成21～25年度の日本平均値）

GHGプロトコルスタンダードに基づく温室効果ガス排出量の報告
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指標 単位 算出方法
INPUT

設計・調達・
製造・開発

原材料 トン 当該年度に出荷した主要製品（注1）への材料投入量
（各製品1台当たりの原材料使用量×当該年度出荷台数）

化学物質

VOC排出抑制対象
物質の取扱量 トン

電気・電子4団体（注2）の環境自主行動計画にて定めたVOC（揮発
性有機化合物）20物質のうち、海外を含めた事業所毎の年間取
扱量が100kg以上の物質の取扱量合計値
PRTR法対象物質とVOC排出抑制対象物質の重複する物質は、
VOC排出抑制対象物質に含める

PRTR対象物質
取扱量 トン

PRTR法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の
改善の促進に関する法律）対象物質のうち、海外を含めた事業所
毎の年間取扱量が100kg以上の物質の取扱量合計値

水使用量 m3 ※算出方法は第7期環境行動計画「水使用量」を参照

エネルギー消費量（熱量換算） GJ

Σ〔（電力、燃料油、ガス、地域熱供給の年間使用量）×エネルギ―
毎の熱量換算係数*1 〕
*1  熱量換算係数（単位発熱量）： 資源エネルギー庁「エネルギー源別
標準発熱量表 平成14年2月」他による電力の換算係数は9.83GJ/
MWh、都市ガスは46.1GJ/千m3 を使用

購入電力 MWh 電力年間使用量

Ａ重油・灯油・軽油・
揮発油・ガソリン ｋL 燃料油年間使用量（または購入量）

天然ガス m3 天然ガス年間使用量（または購入量）

都市ガス m3 都市ガス年間使用量（または購入量）

LPG トン LPG年間使用量（または購入量）

LNG トン LNG年間使用量（または購入量）

地域熱供給 GJ 地域熱供給（冷暖房用の冷水・温水）年間使用量（または購入量）

物流・販売 輸送エネルギー消費量 GJ

富士通*1および富士通グループ会社*2の輸送エネルギー消費量
の合計値
*1  富士通（国内輸送）：「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」
（省エネ法）ロジスティックスに基づく富士通グループを荷主とす
る国内輸送に関わるエネルギー消費量

*2  富士通グループ会社：富士通（国内輸送）の輸送エネルギー消費量
と輸送CO2排出量の比率を用いて、OUTPUT（物流・販売）の輸送
CO2排出量から算出

使用 エネルギー 電力
GWh 当該年度に出荷した主要製品（注1）の消費電力量（各製品1台当

たりの想定使用時間における使用電力量×当該年度出荷台数）GJ

再資源化

資源再利用率 ％ 一般社団法人電子情報技術産業協会によって示された算定方法
に基づく、日本国内での使用済み製品の処理量に対する再生部
品・再生資源の重量比率。ただし、使用済みの電子機器製品以外
の回収廃棄物は除く

処理量 トン

（注1）  主要製品：パソコン、携帯電話、サーバ、ワークステーション、ストレージシステム、プリンター、スキャナ、金融端末、流通端末、ルータ、アク
セスLAN、アクセスネットワーク製品、携帯電話用基地局装置、電子デバイス。 

（注2）  電気・電子4団体：一般社団法人日本電機工業会（JEMA）、一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）、一般社団法人情報通信ネット
ワーク産業協会（CIAJ）、一般社団法人ビジネス機械・情報システム産業協会（JBMIA）。

指標 単位 算出方法
OUTPUT

設計・調達・
製造・開発

原材料 CO2排出量 トン
-CO2

当該年度に出荷した主要製品（注1）へ投入された材料が、資源採
掘され、原材料になるまでのCO2排出量（各製品1台当たりの原
材料使用量をCO2排出量に換算した値×当該年度出荷台数）

化学物質

VOC排出抑制対象
物質の排出量 トン

電気・電子4団体（注2）の環境自主行動計画にて定めたVOC（揮
発性有機化合物）20物質のうち、海外を含めた事業所毎の年
間取扱量が100kg以上の物質の排出量合計値
PRTR法対象物質とVOC排出抑制対象物質の重複する物質は、
VOC排出抑制対象物質に含める

PRTR対象物質
排出量 トン

PRTR法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理
の改善の促進に関する法律）対象物質のうち、海外を含めた事
業所毎の年間取扱量が100kg以上の物質の排出量合計値

大気排出

CO2排出量 トン
-CO2

※ 算出方法は第7期環境行動計画「事業所における温室効果
ガス排出量（CO2排出量）」を参照

CO2以外の温室
効果ガス排出量 トン ※ 算出方法は第7期環境行動計画「事業所における温室効果

ガス排出量（CO2以外の温室効果ガス排出量）」を参照

NOx排出量 トン NOx濃度（ppm）×10-6×乾きガス排出ガス量（m3N/hr）×運転
時間（hr/年）×46/22.4×10-3

SOx排出量 トン SOx濃度（ppm）×10-6×乾きガス排出ガス量（m3N/hr）×運転
時間（hr/年）×64/22.4×10-3

排水

排水量 m3 公共用水域および下水道への年間排水量（融雪用の地下水は
含めない）

BOD排出量 トン BOD濃度（mg/l）×排水量（m3/年）×10-6

COD排出量 トン COD濃度（mg/l）×排水量（m3/年）×10-6

廃棄物

廃棄物発生量 トン ※算出方法は第7期環境行動計画「廃棄物発生量」を参照

サーマル
リサイクル量 トン

有効利用量すべての廃棄物種類におけるサーマルリサイクル
量の合計値
※ サーマルリサイクル：廃棄物を焼却する際に発生する熱エネ
ルギーを回収し利用すること

マテリアル
リサイクル量 トン

有効利用量すべての廃棄物種類におけるマテリアルリサイク
ル量の合計値
※ マテリアルリサイクル：廃棄物を利用しやすいように処理し、
新しい製品の材料もしくは原料として使用すること

廃棄物処理量 トン 埋立処分や単純焼却等により処分されている産業廃棄物量と
一般廃棄物量

物流・販売 大気排出 トン
-CO2

※ 算出方法はGHGプロトコルスタンダードに基づく温室効果
ガス排出量の報告「輸送・配送（上流）」を参照

使用 大気排出 トン
-CO2

2014年度より電力当たりの排出原単位を変更。算出方法は
GHGプロトコルスタンダードに基づく温室効果ガス排出量の
報告「販売した製品の使用」を参照

事業活動における環境負荷
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No. 会社名 Scope
1, 2, 3 環境負荷 物流 環境会計 EMS

1 富士通株式会社

国内グループ会社（84社）
1 富士通アプリコ株式会社
2 富士通ホーム&オフィスサービス株式会社
3 株式会社FUJITSUユニバーシティ
4 株式会社川崎フロンターレ
5 富士通リフレ株式会社
6 富士通トラベランス株式会社
7 株式会社富士通HRプロフェショナルズ
8 富士通テクノリサーチ株式会社
9 富士通CIT株式会社
10 株式会社富山富士通
11 富士通ファシリティーズ株式会社
12 株式会社沖縄富士通システムエンジニアリング
13 デジタルプロセス株式会社
14 株式会社PFU
15 株式会社富士通バンキングソリューションズ
16 株式会社滋賀富士通ソフトウェア
17 株式会社富士通ビー・エス・シー
18 株式会社富士通ソーシアルサイエンスラボラトリ
19 株式会社富士通ミッションクリティカルシステムズ
20 株式会社富士通ワイエフシー
21 株式会社富士通新潟システムズ
22 株式会社富士通北陸システムズ
23 株式会社富士通九州システムズ
24 株式会社富士通鹿児島インフォネット

No. 会社名 Scope
1, 2, 3 環境負荷 物流 環境会計 EMS

25 富士通エフ・アイ・ピー株式会社
26 ニフティ株式会社
27 株式会社ジー・サーチ
28 株式会社富士通エフサス
29 富士通コミュニケーションサービス株式会社
30 富士通ネットワークソリューションズ株式会社
31 富士通フロンテック株式会社
32 株式会社富士通システム統合研究所
33 富士通特機システム株式会社

34 株式会社富士通ディフェンスシステムエンジニア
リング

35 富士通アプリケーションズ株式会社
36 株式会社富士通ラーニングメディア
37 株式会社富士通総研
38 株式会社富士通マーケティング
39 富士通エフ･オー･エム株式会社
40 富士通コワーコ株式会社
41 株式会社ツー・ワン
42 富士通アイ・ネットワークシステムズ株式会社
43 エコリティサービス株式会社
44 株式会社富士通アドバンストエンジニアリング
45 株式会社富士通ソフトウェアテクノロジーズ
46 富士通ミドルウェア株式会社
47 富士通九州ネットワークテクノロジーズ株式会社
48 富士通テレコムネットワークス株式会社
49 富士通ワイヤレスシステムズ株式会社
50 株式会社富士通コンピュータテクノロジーズ
51 株式会社富士通ITプロダクツ
52 富士通アイソテック株式会社
53 富士通周辺機株式会社
54 株式会社富士通パーソナルズ
55 株式会社島根富士通
56 富士通化成株式会社
57 富士通インターコネクトテクノロジーズ株式会社
58 富士通クオリティ・ラボ株式会社
59 富士通オプティカルコンポーネンツ株式会社
60 富士通関西中部ネットテック株式会社

環境活動に関する報告対象組織の一覧表
■報告対象組織
環境報告は、富士通と環境マネジメントシステムを構築している連結子会社を中心とした合計116社を対象としています。
個別のパフォーマンスデータの対象組織は下記表に記載しています。    

■指標について
・Scope1,2,3： GHGプロトコルスタンダードに基づく温室効果ガス排出量の報告（P.55）の算定元となる組織
・環境負荷： 事業所の環境負荷データの算定対象組織
・物流： 物流・輸送データの算定対象組織
・環境会計： 環境会計データの算定対象組織
・EMS： 環境マネジメントシステム（EMS）を構築している組織
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No. 会社名 Scope
1, 2, 3 環境負荷 物流 環境会計 EMS

61 富士通ミッションクリティカルソフトウェア株式会社
62 FDK株式会社
63 富士通コンポーネント株式会社
64 株式会社トランストロン
65 富士通エレクトロニクス株式会社
66 富士通VLSI株式会社
67 富士通セミコンダクターITシステムズ株式会社
68 株式会社富士通ファシリティーズ・エンジニアリング
69 富士通セミコンダクターテクノロジ株式会社
70 新光電気工業株式会社
71 富士通テン株式会社
72 富士通テンマニュファクチュアリング株式会社
73 株式会社富士通研究所
74 富士通セミコンダクター株式会社
75 富士通デザイン株式会社
76 富士通アドバンストテクノロジ株式会社
77 富士通モバイルコミュニケーションズ株式会社
78 株式会社富士通システムズ・ウエスト
79 株式会社富士通システムズ・イースト
80 富士通キャピタル株式会社
81 三重富士通セミコンダクター株式会社
82 会津富士通セミコンダクター株式会社

83 会津富士通セミコンダクターウェハーソリューション
株式会社

84 会津富士通セミコンダクターマニュファクチャリング
株式会社

海外グループ会社（31社）
1 FUJITSU COMPUTER PRODUCTS OF VIETNAM

2
江蘇富士通通信技術有限公司
（Jiangsu Fujitsu Telecommunications 

Technology Co., Ltd.）
3 Fujitsu Semiconductor Pacific Asia Limited
4 Fujitsu Semiconductor (Shanghai) Co., Ltd.

No. 会社名 Scope
1, 2, 3 環境負荷 物流 環境会計 EMS

5 FUJITSU HONG KONG LIMITED
6 FUJITSU DO BRASIL LIMITADA
7 FUJITSU ASIA PTE.LTD
8 FUJITSU NETWORK COMMUNICATIONS INC.
9 Fujitsu America, Inc.
10 Fujitsu Systems Business (Thailand) Ltd.
11 Fujitsu PC Asia Pacific Pte Ltd.
12 FUJITSU AUSTRALIA LTD．
13 Fujitsu Technology Solutions GmbH
14 Fujitsu Semiconductor Europe GmbH
15 南京富士通南大軟件技術有限公司
16 FUJITSU SERVICES HOLDINGS PLC
17 FUJITSU KOREA LTD.

18 台湾富士通股分有限公司
（FUJITSU TAIWAN LIMITED）

19 Fujitsu Telecommunication Asia Sdn. Bhd.

20 富士通（中国）信息系統有限公司
（FUJITSU (CHINA) HOLDINGS CO., LTD）

21 Fujitsu Management Services of America, Inc.
22 富士通（西安）系統工程有限公司

23 北京富士通系統工程有限公司
（Beijing Fujitsu System Engineering Co., LTD.）

24 GLOVIA International,Inc.

25 FUJITSU AUSTRALIA SOFTWARE TECHNOLOGY 
PTY. LTD.

26 FUJITSU Enabling Software Technology GmbH
27 Fujitsu Semiconductor America, Inc.
28 Fujitsu Semiconductor Korea Limited

29
富士通研究開発中心有限公司
（Fujitsu Research and Development Center 

Co., LTD.）
30 Fujitsu Computer Products of America
31 Fujitsu Frontec North America
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「富士通グループ環境報告書2015」および「富士通グループCSR報告書2015」は、開示内容の信頼性確保のため第三者機関ビューローベリタスジャパン株式会社による審査を受け、

検証報告書を掲載しています。
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GRI 指標（G4） 該当ページ・項目 
戦略と分析

G4-1 最高意思決定者の声明 4 ・Top Message

G4-2 主要な影響、リスク、機会 5
48

・環境本部長インタビュー
・環境リスク最小化に向けた取り組み

組織プロフィール
G4-3 組織名称 56 ・補足データ「富士通グループ概要『社名』」

G4-4 主要なブランド、製品、サービス 56 ・補足データ「富士通グループ概要『事業 
内容』

G4-5 本社所在地 56 ・補足データ「富士通グループ概要『所在
地』」

G4-6 事業展開の国数、国名 60 ・環境活動に関する報告対象組織の一覧表

G4-7 組織の所有形態、法的形態 ―

G4-8 参入市場 ―

G4-9 従業員数、事業所数、売上ほか 56 ・補足データ「富士通グループ概要『事業内
容』『資本金』『売上高』『従業員数』」

G4-10 雇用形態、性別ごとの人員 ―

G4-11 団体交渉の範囲の社員割合 ―

G4-12 組織のサプライチェーン ―

G4-13 組織の変更 2 ・編集方針「主な報告範囲の変更」

G4-14 予防的アプローチ、原則の適用 48 ・環境リスク最小化に向けた取り組み

G4-15 組織が支持するイニシアティブ 51
・社会とのコミュニケーション「持続可能な
社会やグリーンICTの普及拡大に向けた外
部団体との連携」

G4-16 外部団体での資格

47

51

・グリーン調達「含有化学物質情報の入手」
・社会とのコミュニケーション「持続可能な
社会やグリーンICTの普及拡大に向けた外
部団体との連携」

特定されたマテリアリティとバウンダリーの定義
G4-17 組織の事業体一覧 ―

G4-18 報告内容と境界条件の確定の方法 2 ・編集方針

G4-19 特定されたマテリアルな側面一覧 5
17

・環境本部長インタビュー
・第7期富士通グループ環境行動計画

G4-20 各マテリアル側面の境界（組織内）
54
57
60

・事業活動における環境負荷
・環境パフォーマンスデータ算定基準
・環境活動に関する報告対象組織の一覧表

G4-21 各マテリアル側面の境界（組織外） ―

GRI 指標（G4） 該当ページ・項目 

G4-22 過去の報告書の再記述理由 19

35

・ICTの提供による温室効果ガス(GHG)排出
量の削減
・物流・輸送時のCO2排出量削減

G4-23 スコープや境界条件の変更 2 ・編集方針「主な報告範囲の変更」

ステークホルダーエンゲージメント

G4-24 エンゲージしたステークホルダー 51
・社会とのコミュニケーション「持続可能な
社会やグリーンICTの普及拡大に向けた外
部団体との連携」

G4-25 ステークホルダーの特定と選定基盤 50 ・社会とのコミュニケーション「有識者との
対話『環境ダイアログ』」

G4-26 エンゲージメントの頻度、回数

28
49

50

・社会との協働/良き企業市民としての活動
・社員への環境教育・啓発活動
・社会とのコミュニケーション「有識者との
対話『環境ダイアログ』」

G4-27 指摘された話題、関心事項 50 ・社会とのコミュニケーション「有識者との
対話『環境ダイアログ』」

レポートプロファイル
G4-28 報告期間 2 ・編集方針「報告期間」

G4-29 前回の報告の日付 2 ・編集方針「発行」

G4-30 報告サイクル 2 ・編集方針「発行」

G4-31 質問窓口 2 ・編集方針「お問い合わせ先」

G4-32 選択した「準拠」オプション ―

G4-33 外部保証に対する方針、実践 62 ・第三者審査

ガバナンス
※G4-51～G4-55は非該当

G4-34 ガバナンス構造 45 ・環境経営

G4-35 経済・環境・社会に関する権限委譲 45 ・環境経営

G4-36 経済・環境・社会に関する報告ライン 45 ・環境経営

G4-37 ガバナンス機関とステークホルダー 45 ・環境経営

G4-38 ガバナンス機関の構成 45 ・環境経営

G4-39 ガバナンス機関議長の執行との兼務 45 ・環境経営

G4-40 指名プロセス ―

G4-41 利益相反回避プロセス ―

G4-42 目的、方針、戦略策定における役割 45 ・環境経営

G4-43 経済・環境・社会に関する知識の強化 ―

G4-44 経済・環境・社会側面からの評価 45 ・環境経営

G4-45 経済・環境・社会の影響リスク機会の同定 45 ・環境経営

一般標準開示項目

GRI ガイドライン対照表
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GRI 指標（G4） 該当ページ・項目 
G4-46 経済・環境・社会リスク管理上の役割 45 ・環境経営

G4-47 経済・環境・社会影響リスク機会の見直し 45 ・環境経営

G4-48 報告書の最高位の承認機関 ―

G4-49 重大な懸念の報告プロセス 45 ・環境経営

G4-50 報告された重大な懸念事項 ―

倫理と誠実さ
※G4-56～G4-58は非該当

GRI 指標（G4） 該当ページ・項目 

EN6 エネルギー消費量の削減

31

33
35
37

・事業所における温室効果ガス（GHG）排出
量の削減・エネルギー効率の改善
・環境配慮データセンターの推進
・物流・輸送時のCO2排出量削減
・お取引先のCO2排出量削減の推進

EN7 製品およびサービスのエネルギー所要量の削減 22 ・エネルギー効率に優れたトップレベル製品
の開発

側面：水
EN8 水源別の総取水量 ―

EN9 取水によって著しい影響を受ける水源 ―

EN10 リサイクルおよびリユースした水の総量と比率 39 ・水資源の有効利用

側面：生物多様性

EN11 保護地域の内部や隣接地域または保護地域外の生物多様性
価値の高い地域に所有、賃借、管理している事業所サイト ―

EN12
保護地域や保護地域外の生物多様性価値の高い地域におい
て活動、製品、サービスが生物多様性に対して及ぼす著しい
影響の記述

28 ・社会との協働／良き企業市民としての活動

EN13 保護または復元されている生息地 28 ・社会との協働／良き企業市民としての活動

EN14 事業の影響を受ける地域に生息するIUCNレッドリストおよび
国内保全種リスト対象の生物種の総数 ―

側面：大気への排出

EN15 直接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ1） 55 ・GHGプロトコルスタンダードに基づく温室
効果ガス排出量の報告

EN16 間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ2） 55 ・GHGプロトコルスタンダードに基づく温室
効果ガス排出量の報告

EN17 その他の間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ3） 55 ・GHGプロトコルスタンダードに基づく温室
効果ガス排出量の報告

EN18 温室効果ガス（GHG）排出量原単位 31 ・事業所における温室効果ガス（GHG）排出
量の削減・エネルギー効率の改善

EN19 温室効果ガス（GHG）排出量の削減量 31 ・事業所における温室効果ガス（GHG）排出
量の削減・エネルギー効率の改善

EN20 オゾン層破壊物質（ODS）の排出量 ―

EN21 NOx、SＯｘ、およびその他の重大な大気排出 54 ・事業活動における環境負荷

側面：排水および廃棄物
EN22 水質および排出先ごとの総排水量 54 ・事業活動における環境負荷

EN23 種類別および処分方法別の廃棄物の総重量 41
54

・廃棄物排出量の抑制
・事業活動における環境負荷

GRI 指標（G4） 該当ページ・項目 
経済パフォーマンス
G4-EC1 創出、分配した直接的経済価値 28 ・社会との協働／良き企業市民としての活動

G4-EC2 気候変動によって組織の活動が受ける財務上の影響、その他
のリスクと機会

48
53

・環境リスク最小化に向けた取り組み
・環境会計

間接的な経済影響
G4-EC7 インフラ投資および支援サービスの展開と影響 28 ・社会との協働／良き企業市民としての活動

G4-EC8 著しい間接的な経済影響（影響の程度を含む）
5
48
53

・環境本部長インタビュー
・環境リスク最小化に向けた取り組み
・環境会計

特定項目：経済
※G4-EC3～G4-EC6、G4-EC9は非該当

GRI 指標（G4） 該当ページ・項目 
側面：原材料

EN1 使用原材料の重量または量 54 ・事業活動における環境負荷

EN2 使用原材料におけるリサイクル材料の割合 ―

側面:エネルギー
EN3 組織内のエネルギー消費量 54 ・事業活動における環境負荷

EN4 組織外のエネルギー消費量 54 ・事業活動における環境負荷

EN5 エネルギー原単位 56 ・補足データ「エネルギー使用量（Scope1, 
Scope2別）」

特定項目：環境
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GRI 指標（G4） 該当ページ・項目 
EN24 重大な漏出の総件数および漏出量 ―

EN25 バーゼル条約付属文書I,II,III,VIIに定める有害廃棄物の輸送、
輸出、処理重量、および国際輸送した廃棄物の比率 ―

EN26 組織の排水や流出液により著しい影響を受ける水域ならびに
関連生息地の場所、規模、保護状況および生物多様性価値 ―

側面：製品およびサービス

EN27 製品およびサービスによる環境影響緩和の程度 22

24

・エネルギー効率に優れたトップレベル製品
の開発
・製品の資源効率向上

EN28 使用済み製品や梱包材のリユース、リサイクル比率（区分別） 43
54

・製品のリサイクル
・事業活動における環境負荷

側面：コンプライアンス

EN29 環境法規制の違反に関する高額罰金の額、罰金以外の制裁
措置の件数 46 ・環境経営「環境に関する順法状況」

側面：輸送・移動

EN30 製品の輸送、業務に使用するその他の物品や原材料の輸送、
従業員の移動から生じる著しい環境影響

35
54

・物流・輸送時のCO2排出量削減
・事業活動における環境負荷

側面：環境全般
EN31 環境保護目的の総支出と総投資（種類別） 53 ・環境会計／環境債務

側面：サプライヤーの環境評価
EN32 環境クライテリアにより選定した新規サプライヤーの比率 ―

EN33 サプライチェーンにおける著しいマイナス環境影響（現実的、
潜在的なもの）および行った措置 ―

側面：環境の苦情処理制度

EN34 環境影響に関する苦情で正式な苦情処理制度を通じて申立、
対応、解決を行ったものの件数 56 ・補足データ「環境苦情への対応（2014

年度）」

GRI 指標（G4） 該当ページ・項目 
サブカテゴリー：社会

※G4-SO3～G4-SO11は非該当

G4-SO1 事業のうち、地域コミュニティとのエンゲージメント、影響評価、コ
ミュニティ開発プログラムを実施したものの比率 28 ・社会との協働／良き企業市民として

の活動

G4-SO2 地域コミュニティに著しいマイナスの影響（現実のもの、潜在的な
もの）を及ぼす事業

48

56

・環境リスク最小化に向けた取り組み
「土壌・地下水汚染防止」
・補足データ「地下水汚染が確認され
ている事業所」

特定項目：社会
※サブカテゴリー「労働環境とディーセント・ワーク」、「人権」、「製品責任」は非該当
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